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1 
 

利尻町まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略 策定の背景 

我が国の人口は、現在 1 億 2700 万人ですが、独立行政法人社会保障・人口問題研究所の将来推

計人口によれば、このまま推移すると 2060 年の総人口は 8,674 万人にまで落ち込むと推計されて

います。 

この推計に対して、国が平成 26 年 12 月に公表した「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」で

は 2060 年に１億 200 万人程度の人口を確保するとしています。 

さらに、平成 26 年 11 月に「まち・ひと・しごと創生法」が施行され、政府はまち・ひと・しご

と創生総合戦略を定めるものとし、また、市町村においても定めるよう努めなければならないとさ

れています。 

これら国の動きを受け、本町においても人口ビジョンおよび総合戦略の策定を行うものです。 

また、人口減少を最小限にくい止めることによって、行政サービス低下防止に寄与し、このこと

が本町の基幹産業である漁業と観光の持続的発展にもつながり、より暮らしやすい町へなるものと

考えられます。 

 

 

 

 

※図表中の各数値は小数点以下を四捨五入しており、表記数値の加算が合計値の標記と合致しない場合があります。 
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 人口I.

 人1.

将来展

現状まで

（1）

利尻町

た状況に

 ①

・ 総人

・ 総人

と仙

・ 利尻

て人

・ 総人

半数

・ 一貫

後に

・ 利尻

ます

2,0

4,0

6,0

8,0

10,0

12,0

口ビジョン

人口の現状

展望の構築に

での推移を今

 人口の動

町における人

について把握

人口と世帯

人口と世帯数

人口が最も多

仙法志村が合

尻町誕生後

人口減少が続

人口は 1990

数以下の 2,

貫した人口減

に減少に向

尻町におい

す。 

9,94

1,592

0人

00人

00人

00人

00人

00人

00人

1950年
（S25）

沓
（

ン 

状分析 

に向けて、利

今後継続し

動向分析 

人口減少傾

握します。 

帯の推移 

数の推移を

多くなった

合併し利尻

は国内の高

続いていま

0年には最大

214 人とな

減少傾向の

かうものの

ても核家族

1

10,025

9,036

1,677 1,728

1955年
（S30）

1960年

（S35）

沓形町仙法志村合
（1956年）

利尻町におけ

た場合の人

向について

図 1-1 に示

のは戦後間

町となって

度成長期と

す。 

大時の半数で

っています

一方で、世

1985 年には

族化の進行と

図 1-1

8,403

7,5

1,719 1,591

1965年
（S40）

1970年
（S45）

人口のピー

合併

沓形大火
（1964年）

世帯数のピー

利尻町

5 

ける現在まで

口動向が地

、人口、世

示します。

間もない 195

ています。

かさなり、首

である 5,00

す。 

世帯数の減少

は増加傾向が

と少子化によ

総人口・世

553

6,485

5,828

1,538 1,466

年 1975年
（S50）

1980年
（S55）

ーク

ーク

まち・ひと

での人口動

地域に与える

世帯、自然増

5 年（S30 年

首都圏や札

0 人以下とな

少割合はやや

がみられま

よる世帯人員

出典

世帯数の推移

8
5,352

4,714

1,504
1,421

年 1985年
（S60）

1990年
（H2）

小樽利
（199

・しごと創生

向の推移を

る影響の分析

増減・社会増

年）で、この

幌圏への人

なり、現在

や小さく、1

した。 

員の低下が起

：国勢調査、20

移 

4

4,104
3,41

1 1,403 1,38

年 1995年
（H7）

2000年
（H12）

利礼航路閉航
3年）

生 人口ビジ

踏まえた現

析が求められ

増減、産業の

の頃（1956

人口流出等に

（2015 年）

960 年に最

起きている

15 年は住民基本

17

2,951
2,59

1 1,327 1,31

年

）

2005年

（H17）
2010
（H22

人口（人）

世帯数（世

ジョン 

現状を把握し

れます。 

の側面から見

年）沓形町

により一貫し

は更にその

最大となった

と考えられ

本台帳（10 月末

90 2,214

13 1,143

年

）

2015年
（H27）

）

世帯）

し、

見

町

し

の

た

れ
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・ 198

・ 198

・ 200

・ 201

りま

・ 198

年齢構成の

80 年、2000

80 年は 45～

00 年になる

10 年は更に

ます。また

80 年から比

の推移 

0 年、2010 年

～59 歳に大き

と人口減少

に膨らみが減

、0～29 歳ま

比較して近年

年における利

きな膨らみが

少に伴い膨ら

減少し、人口

まで一律に幅

年は、人口減

図 1

利尻町

6 

利尻町の人

がみられ、女

らみが小さく

口が最大なの

幅が細くな

減少に伴う高

-2 人口ピ

まち・ひと

口ピラミッ

女性には 10

くなり、最も

のは男性が

る傾向が明

高齢化と少子

ラミッド 

・しごと創生

ドを図 1-2

0～34 歳にも

も多いのは

55～59 歳、

らかになっ

子化が顕著に

生 人口ビジ

に示します

も膨らみがみ

70～74 歳と

女性が 65～

っています。

にみられます

 

ジョン 

す。 

みられます。

となります。

～69 歳とな

 

す。 

出典：国勢調

。

な

査 



 

 

 

 
・ 年齢

・ 区分

～6

・ 区分

減を

た年

齢 3区分別人

分別人口構成

64 歳）が減

分別人口の推

を繰り返し

年少人口が

人口構成の

成の推移を

減少し、老年

推移（図 1-

ながら長期

、2010 年に

推移を図 1-

割合（図 1-

年人口（65 歳

-4）をみると

的には減少

には 1/3 以下

図 1-3

図 1-4

利尻町

7 

-3、区分別

-3）でみると

歳以上）の増

と、区分別人

少傾向を示し

下となってお

年齢３区分

4 年齢３区分

まち・ひと

人口の推移

と、年少人口

増加が明らか

人口構成割合

しています。

おり深刻な状

別人口構成の

分別人口の推

・しごと創生

移を図 1-4 に

口（14 歳以下

かです。 

合では増加

1980 年は

状況といえま

の推移   

推移    

生 人口ビジ

に示します。

下）と生産年

加していた老

老年人口を

ます。 

     

     

ジョン 

 

年齢人口（15

老年人口も増

を上回ってい

 

出典：国勢調

 

出典：国勢調
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い
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・ 自然

・ 社会

いま

られ

・ 200

る

・ 200

 

 
 
 
 
 
 

 

人口増減数

口増減数の推

然増減（出生

会増減（転入

ます。社会増

れました。 

02 年の社会

と考えられ

04 年以降は

数の推移 

推移を図 1-

生数－死亡

入数－転出

増減による減

会減が大きい

ます。 

は、人口減少

-5 に示しま

数）は、全

数）は 2004

減少数は 20

いのは、住民

少における社

図 1-

利尻町

8 

ます。 

全ての期間で

4年に増加

003 年までが

民基本台帳の

社会増減の影

-5 人口増減

まち・ひと

で減少傾向が

（11 人）で

が大きく、2

の電子化に伴

影響が小さく

出

減数の推移

・しごと創生

が明らかとな

したが、そ

2004 年以降

伴う実態調

くなっている

出典：住民基本台

生 人口ビジ

なっています

れ以外は減

降は小さくな

調査等の実施

ると考えられ

台帳人口移動報告

ジョン 

す。 

減少となって

なる傾向がみ

施が原因であ

れます。 

告、人口動態統

て

み

あ
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・ 人

・ この

を縦

・ 200

口の

・ 自然

・ 社会

口増

 

 

口に与えて

の図は人口増

縦軸にとっ

04 年を除き

の減少傾向

然増減は 10

会増減は 20

増減数への影

きた自然増

増減数の自

て、総人口

きプロット点

が続いてい

0～35 人程度

002 年に最も

影響が低下

減と社会増

然増減（出

への影響を

点が自然増減

ることが分

度減少の範囲

も低くなり、

しているこ

図 1-6 自

利尻町

9 

増減の影響を

出生数－死亡

を示していま

減、社会増減

分かります。

囲内にあるこ

、その後は減

ことが分かり

自然増減と社

まち・ひと

を図 1-6 に示

亡数）を横軸

ます。 

減ともに減少

 

ことが分か

減少数が小

ます。 

出

社会増減の影

・しごと創生

示します。 

軸に、社会増

少域（左下

ります。 

さく（増減

出典：住民基本台

影響 

生 人口ビジ

増減（転入数

下）に集中し

減数の上昇）

台帳人口移動報告

ジョン 

数－転出数）

しており、人

なって、人

告、人口動態統

）

人

人

 
計 



 

 

 

 

 
・ 転入

・ 社会

が

で異

ます

・ 自然

生数

22

 

 
 
 
 
 
 

入数・転出数

会増減（転入

377 人でこれ

異なり、200

す。 

然増減（出生

数を上回っ

人となって

数、出生数

入数－転出数

れ以降の平

04 年までの

生数－死亡数

ています。

ています。 

図 1-

・死亡数の

数）では転

平均が 169 人

の平均が 188

数）は年毎の

それぞれの

-7 転入数

利尻町

10

の推移を図 1

転出数が 2003

人で減少がみ

8 人でこれ以

の変動は小

の平均は、死

・転出数、出

まち・ひと

-7 に示しま

3年前後で大

みられていま

以降の平均が

さく横ばい

死亡数が 39

出

出生数・死亡

・しごと創生

ます。 

大きく異な

ます。同様に

が 122 人で

傾向ですが

人、出生数

出典：住民基本台

亡数の推移 

生 人口ビジ

り、2003 年

に転入数は 2

で、こちらも

が、一貫して

数が 17 人で

台帳人口移動報告

ジョン 

年までの平均

2004 年前後

減少してい

て死亡数が出

で、その差は

告、人口動態統

均

後

い

出

は

 
計 



 

 

 

 ④

 
・ 年齢

・ 男性

降は

一方

専門

響

降で

・ 女性

る

が

齢階

 
 

年齢階級別

齢階級別人

性（図 1-8）

は超過数に減

方で、20～2

門学校・大学

と考えられ

では年次間差

性（図 1-9）

ときに転出

25～29 歳に

階級でも転

図 1-

図 1-
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口移動の推

は、15～1

減少傾向が

24 歳が 25～

学への進学に

ます。30 歳

差が小さく

について、

が超過して

になるときに

出超過傾向

-8 年齢階級

-9 年齢階級

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人
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人

0～
4歳

→
5～
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9歳

→
10

～
14

歳

10
～
14

歳
→
15

～
19

歳

動の推移 

移を図 1-8～

19 歳が 20～

見られます

～29 歳になる

に伴う転出と

歳以降になる

なり、やや

1995→200

いるものの

に転入超過の

となってい

級別人口移動

級別人口移動

15
～
19

歳
→
20

～
24

歳

20
～
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歳
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歳
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～
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歳
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～
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歳
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歳
→
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～
29

歳

25
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歳
→
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～
34

歳
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～9 に示しま

～24 歳になる

す。これは、総

るときには転

と学校卒業後

ると移動の推

や転出超過傾

00 年次以外

の、1985→19

の回復傾向が

います。 

動の推移（男

動の推移（女

30
～
34

歳
→
35

～
39

歳

35
～
39

歳
→
40

～
44

歳

40
～
44

歳
→
45

～
49

歳

45
～
49

歳
→
50

～
54

歳
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995年（H 7 ）→2000年（
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985年（S60）→1990年（
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歳
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40
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歳

40
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→
45

～
49

歳

45
～
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→
50

～
54

歳

2005年（H17）→2010
2000年（H12）→2005
1995年（H 7 ）→2000
1990年（H 2 ）→1995
1985年（S60）→1990
1980年（S55）→1985

まち・ひと

ます。 

るときに転出

総人口減少の

転入超過の

後の就職時

推移は年次に

傾向となって

外は男性と同

990 年と 19

がみられま

男性）   

女性）   

45
～
49

歳
→
50

～
54

歳

50
～
54

歳
→
55

～
59

歳

55
～
59

歳
→
60

～
64

歳
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～
64

歳
→
65

～
69

歳
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（H17） （男）

（H12） （男）

（H 7 ） （男）

H 2 ） （男）

S60） （男）

45
～
49

歳
→
50

～
54

歳

50
～
54

歳
→
55

～
59

歳

55
～
59

歳
→
60

～
64

歳

60
～
64

歳
→
65

～
69

歳

0年（H22） （女）

5年（H17） （女）

0年（H12） （女）

5年（H 7 ） （女）

0年（H 2 ） （女）

5年（S60） （女）

・しごと創生

出が超過して

の影響もある

回復傾向が

にＵターン

によって変動

ています。 

同様に、15～

90→1995 年

した。しか

 出典：国勢

 出典：国勢
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～
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→
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～
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歳
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～
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歳
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歳
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～
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歳
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歳
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～
74

歳
→
75

～
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歳

75
～
79

歳
→
80

～
84

歳

生 人口ビジ

ていますが

るものと考え

がみられ、こ

ンしているこ

動するもの

～19 歳が 20

年次において

かし、近年は

 
勢調査 

 
勢調査 
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～
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歳
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～
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歳
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歳
～
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84

歳
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85

～
89

歳

85
～
89

歳
→
90

歳
～

ジョン 

、1990 年以

えられます。

これは高校や

ことによる影

の、70 歳以

～24 歳にな

て 20～24 歳

はいずれの年

 

以

。

や

影

以

な

歳

年



 

 

 

 
・ 年齢

年）

・ 男性

のが

35～

す。

・ 60～

こ

・ 女性

しか

なっ

・ 男性

こ

 

齢階級別人

）と直近 5 年

性は過去 30

が分かります

～39 歳、35

。 

～64 歳→65

とが多かっ

性も過去 30

かし、転入超

っています。

性の比較的若

とが人口減少

口移動の年

年間（2005

0 年と比較し

す。また、

5～39 歳→4

5～69 歳の時

たためであ

0 年と比較し

超過に転じ

。 

若い年齢で

少問題にお

図

代比較を図

年→2010 年

して近年は、

近年は 20～

0～44 歳お

時に大幅な減

ると考えら

して近年は、

たのは 25～

の転入超過

ける課題で

図 1-10 年齢

利尻町
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図 1-10 に示し

年）の人口移

、概ねいずれ

～24 歳→25～

よび 45～49

減少が見られ

られます。

、概ねいずれ

～29 歳→30～

過傾向がみら

であると考え

齢階級別人口

まち・ひと

します。これ

移動平均を示

れの年代も転

～29 歳、25

9 歳→50～5

れる原因は

れの年代も転

～34 歳と 35

られる一方で

えられます。

口移動の年代

・しごと創生

れは、過去 3

示したもの

転出超過が

5～29 歳→3

54 歳のとき

、定年退職

転出超過傾

5～39 歳→4

で、女性に同

 

代比較

生 人口ビジ

30 年間（198

です。 

回復傾向に

0～34 歳、3

に転入超過

職後に都市圏

傾向が回復し

40～44 歳の

様の傾向が

ジョン 

80 年→2010

になっている

30～34 歳→

過がみられま

圏に移り住む

しています。

のときのみと

がみられない

出典：国勢調
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る

→

ま

む

と
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・ 201

・ 転入

・ 転入

た。

・ 転出

人、

・ 総数

・ 転入

る事

 

 

 

転入転出の

14 年の地域

入転出先は男

入先で最も多

。道内の他の

出先で最も多

、女 39 人で

数は転入、転

入転出先にバ

事が原因で

の状況 

域別転入転出

男女とも同

多いのは稚

の市町村か

多いのは札

で、道外へは

転出とも男

バラツキが

あると考え

 

出状況を図 1

様の傾向が

内市（男 9

らの転入は男

幌市（男 19

は男女とも 7

性の方が多

あるのは、利

られます。

図 1-11
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1-11 に示し

がみられます

人、女 3人

男 39 人、女

9 人、女 20

7 人でした。

多くなってい

利尻町には

 

1 地域別転

まち・ひと

ます。 

す。 

人）で、次い

女 37 人で、道

0 人）で、道

。 

います。 

公共機関が

転入転出状況

・しごと創生

で旭川市（

道外からは男

道内の他の市

が多くあり、

出

況 

生 人口ビジ

（男 4 人、女

男 7人、女 6

市町村への転

転勤者が一

出典：住民基本台

ジョン 

女 6人）でし

6 人でした。

転出は男 50

一定の人数い

 
台帳人口移動報

し

。

0

い
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 ⑥

 
・ 合計

女性

もの

合計

・ 国立

ない

な

と言

・ 第

本格

・ 200

レニ

～2

後も

 

※１ 二次

定

※２ ベ

う

出生率の推

計特殊出生率

性の年齢別

のです。利尻

計特殊出生率

立社会保障

い人口置換水

ります。また

言われてい

2 次ベビー

格的になっ

03 年に少子

ニアムベビー

2002 年）を

も維持してい

次医療圏は、厚

めるもので、

イズ推定は、標

ために適用す

推移 

率の推移を

出生率を合

尻町において

率を算出し

・人口問題

水準は出生

た、出生率の

ます。 

ーブーム以降

た現在でも

子化社会対策

ー」の相乗

を 1.37（2003

います。 

厚生労働省が

入院ベッドが

標本数（出生数

る推定方法で

図 1-12 に示

計したもの

ては、稚内保

ています。

研究所（以

率 2.07 であ

の改善が早期

降、2005 年ま

微増に留ま

策基本法、次

効果もあり

3～2007 年）

出典

図 1-12

、医療法にも

地域ごとにど

数や死亡数）が

す。 
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示します。合

ので、ひとりの

保健所管轄

 

以下「社人研

あり、それ以

期であるほ

までわが国の

まっています

次世代育成支

、出生率の

）まで上昇

：人口動態保健

合計特殊出

とづいて、地理

れだけ必要か

が少ないため

まち・ひと

合計特殊出

の女性が一生

を二次医療

研」という。）

以下で推移す

ど、人口減少

の出生率は減

す。 

支援対策推進

の改善がみら

させて全国

所・市区町村別

出生率の推移

理条件や交通条

を考慮して、

、数値が不安定

・しごと創生

生率とは、

生涯に生む

圏※１とした

）によると

すれば人口

少に歯止め

減少を続け

進法が施行

られ、合計特

および北海

別統計 ベイズ推

移 

条件などを考慮

決められる医

定な動きを示す

 

生 人口ビジ

15 歳から 4

む子どもの平

たベイズ推定

人口が増加

は減少を続

をかける効

ており、少

行され、この

特殊出生率

海道の値を上

推定値（人口動態

慮して、一定

医療の地域圏で

す場合に、安定

ジョン 

49 歳までの

平均数を示す

定※２により、

加も減少もし

続けることに

効果は大きい

少子化対策が

の時期は「ミ

1.12（1998

上回り、その

態統計特殊報告

のエリアごと

です。 

定的な推定を行

の

す

、

し

に

い

が

ミ

8

の

 
） 

に

行
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・ 産業

高

・ 人

顕著

のひ

 

産業別就業

業別就業者構

業別就業者構

くなってお

口減少に伴

著で 2010 年

ひとつであ

業者構成 

構成比の推

構成比は、第

り、2010 年

っていずれ

年の就業者数

る漁業者数

移を図 1-13

第 1 次産業就

年にはおよそ

の就業者数

数は 1985 年

の減少であ

図 1-13

図 1-

利尻町
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3、産業別就

就業者が減少

そ半分が第 3

数も減少傾向

年の約 24％

あり深刻な状

3 産業別就

-14 産業別就

まち・ひと

就業者数の推

少し第 2 次

3 次産業就業

向にあります

となってい

状況と考えら

業者構成比の

就業者数の推

・しごと創生

推移を図 1-

および第 3

業者で占めら

すが、第 1次

ます。これ

られます。 

の推移   

推移    

生 人口ビジ

14 に示しま

次産業就業

られています

次産業就業者

れは、利尻町

     

     

ジョン 

ます。 

業者の割合が

す。 

者数の減少が

町の基幹産業

 

出典：国勢調

 

出典：国勢調

が

が

業

査 
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・ 男女

・ 男性

に分

・ 女性

ビス

・ 男女

 

10 年の男女

女とも利尻

性では、漁業

分類されない

性では、漁業

ス業の順と

女とも就業者

女別産業大分

町の基幹産

業に次いで

いもの）、教

業に次いで

なっていま

者数の少な

分類別人口を

業である漁

多いのは建

教育・学習支

多いのは医

す。 

い産業は、

図 1
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を図 1-15 に

漁業従事者が

建設業で、続

支援の順とな

医療・福祉で

農業・林業

-15 男女別

まち・ひと

示します。

が多く、突出

続いて公務、

なっています

で、続いて卸

業、情報通信

別産業大分類

・しごと創生

 

出しています

卸売業・小

す。 

卸売業・小売

信業、不動産

類別人口  

生 人口ビジ

す。 

小売業、サー

売業、宿泊業

産業・物品賃

出典：平成 22

ジョン 

ービス業（他

業・飲食サー

賃貸業です。

年国勢調査 

他

ー
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業

大
分

類
別

人
口

尻町の産業大

種構成など

卓越した業

8、女性が 2

業以外では

2 と全国比

（男性：4.5

Ｔ 分類

不能の

産業

Ｓ 公務

（他に

分類さ

れるも

のを除

く）

Ｒ

ビ

分

れ

79

17

男） 0.0 1.8

女） 0.0 1.2

人

人

人

人

人

人

人

大分類別人

において、そ

種を見る指

246 と突出し

、鉱業・採

比より高くな

5、女性：3

図 1-16 

Ｒ サー

ビス業

（他に

分類さ

れない

もの）

Ｑ 複合

サービ

ス事業

Ｐ 医

療，福

祉

58 28 41

25 13 108

0.9 4.5 1.0

0.7 3.1 0.9

口と産業別

その構成比

指標となりま

しているため

石業・砂利

なっています

.1）となっ

男女別産業

医

福

Ｏ 教

育，学

習支援

業

Ｎ 生活

関連

サービ

ス業，

娯楽業

Ｍ

業

食

ビ

56 18

8 27 15

1.7 0.7

0.7 0.4

男
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別特化係数を

の全国比を

ます。なお、

め、図中には

利採取業の男

す。次に特化

ています。

業大分類別人

Ｍ 宿泊

業，飲

食サー

ビス業

Ｌ 学術

研究，

専門・

技術

サービ

ス業

Ｋ 不動

産業，

物品賃

貸業

37 18

70 1

1.0 0.5 0.0

1.3 0.1 0.0

女 特化

まち・ひと

を図 1-16 に示

をいい、業種

利尻町の漁

は示していま

男性が就業人

化係数が高い

 

人口と特化係

動

賃

Ｊ 金融

業，保

険業

Ｉ 卸売

業，小

売業

Ｈ

業

便

6 62

5 72

0.3 0.4 0

0.2 0.6

化係数（男） 特

・しごと創生

示します。

種構成の全国

漁業におけ

ません。 

人口が 6 人

いのは、男

係数   

運輸

業，郵

便業

Ｇ 情報

通信業

Ｆ 電

気・ガ

ス・熱

供給・

水道業

46 1 6

23

0.6 0.0 0.9

1.5 0.0 0.0

化係数（女）

生 人口ビジ

特化係数と

国との乖離を

る特化係数

人と少ないに

女とも複合

出典：平成 22

業

Ｅ 製造

業

Ｄ 建設

業

Ｃ

業

石

砂利

取
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31 17
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ジョン 

は、産業の

を示し、地域

数は、男性が

にも関わらず

合サービス事

年国勢調査 

鉱
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・ 年齢

・ 産業

60

・ 男性

割を

・ 女性

が

齢階級別産業

業大分類別人

歳以上とな

性では、漁業

を占め、年齢

性では、漁業

3～4割程度

業大分類別

人口の就業

なると 7 割以

業に次いで

齢構成のバ

業に次いで就

度を占め、年

図

人口構成を

者数の多い

以上を占める

就業者数の

ランスが取

就業者数の

年齢構成のバ

図 1-17 年齢
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を図 1-17 に示

い漁業は、70

ることとなり

の多い建設業

取れています

の多い医療・

バランスが取

齢階級別産業

まち・ひと

示します。

0 歳以上の構

り、就業者の

業（図 1-15）

す。 

福祉と宿泊

取れています

業大分類別人

・しごと創生

構成比が最も

の高齢化が明

）と公務は

泊業・飲食サ

す。 

人口構成  

生 人口ビジ

も高く半数近

明らかです。

、39 歳以下

サービス業は

  出典：平

ジョン 

近くを占め

。 

下がおよそ
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やや低：地

ない＋あま

治安が良く犯

自然環境に恵

人ごみや騒が

新鮮な魚介類

よい景色や癒

安心して子育
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家庭菜園やガ

困った時に頼

地場産業に活

老後に必要な
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利尻町
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ない＋あま

4．
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9．出
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図 1
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出産、育児で、他の

して、どのような支

出産、育児に必要

12．子育

思う

に必要な、経

に必要な病院

に必要な、体

に必要な、精

に必要な、住

を、手伝って

に関わり、悩

障壁 

院や保育所

≫ 

神面に関す

≫ 

み事などの

：30％以上

-30 出産、

に必要な、体力的

に必要な、経済的

に必要な、精神的

要な、住宅の広さ

児を、手伝ってくれ

悩み事を相談でき

7．自分のことをす

いも含む)との両立

の家族の世話が十

支援制度があるの

要な病院や保育所

育てに必要な収入

少し思う

経済的負担が

院や保育所が

体力的負担が

精神的負担が

住宅の広さや

てくれる人が

悩み事を相談

利尻町

30

所不足に対す

する不安が高

生活環境に

上≫ 

育児に際し

0

的負担が大きい

的負担が大きい

的負担が大きい

さや機能がない

れる人がいない

きる人がいない

する余裕がない

立が困難である

十分にできない

のかわからない

所が近くにない

入を得られない

わからない

が大きい 

が近くにな

が大きい 

が大きい 

や機能がな

がいない 

談できる人が

まち・ひと

する不安が高

高い結果とな

に関する不安

して不安だと

36.6 

53

34.5 

18.6 

19.1 

15.6 

19.9 

23.6 

16.9 

22.4 

30.5 

1

2

17.

2

0% 20%

あまり思わない

い 

い 

がいない 

・しごと創生

高い結果とな

なっています

安はやや低い

思うこと 

3.3 

66.9 

27.

28.5

9.2 

20.1 

2 

33.4 

29.1 

24.6 

27.8 

24.8 

3

27

24.8 

40%

い 思わない

生 人口ビジ

なっています

す。 

い結果となっ

8 

28.8 

5 

20.

19.2 

21.9 

2.1 

7.1 

18.3 

27.2 

33.5 

28.1 

28.9 

16

15.9 

22.6 

1

60% 8

ジョン 

す。 

っています。

1 

11.2 

8.7 

9.8 

3.6 
9.1 

.7 

7.0 

11.8 

16.0 

15.0 

2.5 

8.7 

6.6 

3.0

6.0 

13.5 

17.8 

19.7 

11.4 

8.3 

8.9 

6.7 

1.

7.1 

80% 100%

 

 

 

 

 

0 

9 



 

 

 

 

 

自由回答

 

地域

子育て

に集中

・出産

・子育

・せめ

・保育

・産婦

・保育

・１歳

・遊ぶ

・夢交

（サー

いま

答 

収入を

将

域活動（ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

て中にしたい

中したい」の

産したことが

育てを応援し

めて小児科が

育費の無料を

婦人科、小児

育園の保育士

歳未満児も預

ぶ場所の充実

交流館は入口

ークルはとて

ました）。 

図 1-

 

自

を得るための仕

自営

将来仕事につく

ｱ、地域ｲﾍﾞﾝﾄ企

子育

いことについ

の２倍以上に

がないのでわ

してくれる、

があればいい

をお願いした

児科が常駐し

士さんが増え

預けられると

実。希望は駐

口まで強風

てもいいし、

31 子育て中

分の趣味や学習

人付き合い

事（自営以外）

や家業の手伝い

ための職業訓練

画・参加など）

健康づくり

てに集中したい

その他

いて、「子育

になっていま

わからない。

夫、家族が

いのにと思う

たい。 

していないの

えて欲しい。

と非常に助か

駐車場が少な

・風雪で行く

いつも楽し
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中にしたいこ

 

 

 

5.8%

2.9%

4.0%

5.5%

6.9

0.7%

0% 10

習

い

い

練

り

い

他

育て中も収入

ます。 

。 

が欲しいと思

う。 

のは大きい。

。 

かる。 

ない。 

くまでがとて

しみです。利

まち・ひと

こと（３つま

13.5%

16.8%

9%

0% 20%

入を得るため

思いました

。 

ても大変な

利用するにあ

・しごと創生

まで選択） 

20.4%

%

% 30%

めに仕事（自

。 

ので正面玄

あたっての不

生 人口ビジ

40%

自営以外）」

玄関を使わせ

不便さを書

ジョン 

50%

が「子育て

せてほしい

かせてもら

 

 



 

 

 

 ⑤

 

「町内

上記で

以内に

転出の

め」、

定住意向、

転勤の予定

やむを得ず町

な

わからな

無回

家族、親族と同居

家族、親族から

病気などによる入

町外の事

町内の事業所に

開業・起

内に住み続け

で「やむを得

に転出する可

の理由で最も

「転勤するた

転出の可

図 1-3

住み続け

どちらともいえ

定があり転出する

町外に移らざるを得

町外に移り

無

ある

ない

ない

回答

0%

居又は近くに住む

ら独立（別居）する

結婚又は離婚の

子育て環境上の

家族、親族の

入院・施設等への

事業所に就職する

に求職（仕事が決ま

転勤する

起業・新規就農の

移住する

住環境の

そ

けたい」が 5

得ず町外に移

可能性で「あ

も多いのは、

ため」となっ

能性 

図

3 町外に移

図

3%

5

5

けたい

えない

と思う

得ない

りたい

無回答

0%

6%

10%

3%
0%

3%
0%

0%
0%

3%

むため

るため

のため

のため

の介護

の入所…

るため

まって…

るため

のため

るため

のため

その他

0%

59％であった

移らざるを得

ある」と回答

、「家族、親

っています。

利尻町
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図 1-32 定住

移りたい人の

 

図 1-34 転出

7%

5%

5%

10% 20%

20%

%

%

6%

%

8%
8%

10%

たのに対し

得ない」「町

答した人は

親族と同居又

。 

まち・ひと

住の意向 

の 5年以内の

出の理由 

21%

30%

27%

27%

30%

17%

19%

20%

、「町外に移

町外に移りた

41％となっ

又は近くに住

・しごと創生

の転出可能性 

40% 50%

41%

40%

33%

30%

移りたい」は

たい」を選択

っています。

住むため」で

生 人口ビジ

性 

59%

% 60%

50%

%

40%

は 5％となっ

択した人の

 

で、次に「移

ジョン 

 

 

 

70%

60%

50%

っています。

うち、5 年

移住するた

 

 



 

 

 

（3）

 

社人研

に 1,24

ます。現

必要があ

独自推

推計しま

ト理想値

社会増

目標とし

 

□合計特

利尻町

水準には

達を目標

以上、北

利尻町

績があり

要になり

目標であ

※全国、

2040 年

ては 2

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

2.20

2.40

2.60

2.80

3.00

 将来展望

研によると利

3 人、平成

現状のままで

あり、その指

推計の合計特

ます。また、

値（2.42）の

増減について

して、独自推

特殊出生率 

町の合計特殊

は届いていな

標としていま

北海道の場合

町では、5 年

ります（図

ります。国や

あると判断で

北海道の合計特

年に 2.10 を目標

2030 年に 1.90、

出典：2010 年

1.12

1.36

1.24

2000年

（H12）

合計特

人口置換

望としての人

利尻町の将来

72 年（206

では、地域

指標となる人

特殊出生率

、アンケー

の 90％達成

ては、平成

推計１を行い

殊出生率は

ないことか

ます。仮に2

合は 9.3％以

年間で合計特

1-35）。203

や北海道よ

できます。 

特殊出生率のうち

標設定として、一

2040 年に 2.10

年までは実績によ

1.37

1.31

1.3

1.19
1.

2005年

（H17）
201
（H2

殊出生率の実績

換水準

人口変動の

来人口は、

60 年）に 73

に多大な影

人口推計を

は、国に準

ト調査結果

成値（2.178）

52 年（204

いこれを基

、北海道よ

ら、これを

040年を人口

以上の上昇が

特殊出生率を

30 年に 2.10

りも高い上

ち 2015 年から 2

一定率で上昇す

0 を設定値として

よるもので人口動

図 1-35

1.38

1.58
1.4

39 1.4

.23

1.34

10年

22）
2015年

（H27）

合計特績

利尻町

33

の検討 

平成 32 年

34 人と推計

影響を与える

利尻町では

準拠して 2030

果（参照 P29

）を使用しま

40 年）に転

基準にして、

りも高い水

目指す必要

口置換水準

が必要にな

を 1.12（20

0 まで上昇

上昇率になり

※

2040 年までは、

る条件で逆算に

ています。 

動態保健所・市

合計特殊出

1.75

1.

48
1.60

49

1.59

1.47

2020年

（H32）

特殊出生率の推

まち・ひと

（2020 年）

計されており

ることから、

は独自に行い

0 年に人口置

9）を踏まえ

ます。 

転入と転出の

条件を変え

水準にあるも

があります

の目標年と

ります。 

000 年）から

させるため

ますが、実

※合計特殊出生

利尻町における

によって算出した

市区町村別統計

出生率の推移

92

2.10

1.73

1.

1.71

1.83

1.61

1.

2025年

（H37）
203
（H4

推移

・しごと創生

に 2,053 人

り、急激な人

地域が一丸

います。 

置換水準の

え、町独自の

の合計がゼロ

えて推計しま

ものの国と同

す。国と北海

すると国の

ら 1.37（20

には 5 年ご

実績との比較

※年代は

率は小数点以下

る独自推計の設定

た数値を記載し

（人口動態統計特

移 

2.10

.87
2.01

1.

.76

1.

30年

42）
2035年

（H47）

生 人口ビジ

人、平成 52 年

人口減少が見

丸となって対

2.10 に到達

の推計値とし

ロになること

ます。 

同程度であり

海道は 2030～

の場合は5年

005 年）に上

ごとに 11.1％

較においては

は 5 年間の中間年

下第２位を切り捨

定と比較しやす

ています。実際

特殊報告）、201

2.17

.96

2.10

92

2040年

（H52）

利尻町（独自推計

利尻町（独自推計７

全国

北海道

ジョン 

年（2040 年

見込まれてい

対策を講じる

達する条件で

してアンケー

とをひとつの

り、人口置換

～2040 年の到

ごとに7.1％

上昇させた実

％の上昇が必

は無理のない

 
年を示していま

捨てした概数で

すくするために、

際の目標値におい

5 年以降は仮定

2.17

2.10

2045年

（H57）

２・４・６）

７）

年）

い

る

で

ー

の

換

到

％

実

必

い

す 

す 

い
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 ①

社人研

合（社会

 

合計特殊
出 生 率

総 人 口
（人）

人口増減
（人）

自然増減
（人）

社会増減
（人）

 ②

独自推

仮定した

 

合計特殊
出 生 率

総 人 口
（人）

人口増減
（人）

自然増減
（人）

社会増減
（人）

 ③

独自推

（社会増

 

合計特殊
出 生 率

総 人 口
（人）

人口増減
（人）

自然増減
（人）

社会増減
（人）

独自推計１

研推計準拠を

会増減が年平

2010 年 

（H22） 

殊 
率 

 

口 
 

2,590 

減 
 

 

減 
 

 

減 
 

 

※人口は各数

独自推計２

推計１をベー

た場合（社会

2010 年 

（H22） 

殊 
率 

 

口 
 

2,590 

減 
 

 

減 
 

 

減 
 

 

※人口は各数

独自推計３

推計１をベー

増減が年平均

2010 年 

（H22） 

殊 
率 

 

口 
 

2,590 

減 
 

 

減 
 

 

減 
 

 

※人口は各数

１ 

をベースに

平均 -2.3

2015 年 

（H27） 

202

（H

1.58 1.

2,307 2,

-283  -1

-169  -1

-114  -

数値の小数点以下

２ 

ースにして、

会増減が年平

2015 年 

（H27） 

202

（H

1.58 1.

2,307 2,

-283  -2

-169  -1

-113  -

数値の小数点以下

３ 

ースにして

均 -5.7 人

2015 年 

（H27） 

202

（H

1.58 1.

2,307 2,

-283  -1

-169  -1

-113  -

数値の小数点以下

して、2040

人）のシミ

20年 

H32） 

2025 年

（H37）

55 1.52

133 1,973

174  -160 

144  -139 

30  -21 

下を含めて足した

、合計特殊

平均 -8.9

20 年 

H32） 

2025 年

（H37）

75 1.92

101 1,917

206  -184 

136  -124 

70  -60 

下を含めて足した

、転入の促

人）のシミュ

20年 

H32） 

2025 年

（H37）

54 1.51

115 1,941

192  -174 

142  -134 

50  -41 

下を含めて足した

利尻町

34

年に転入と

ミュレーショ

年 2030 年

（H42）

1.52 

1,827

-146 

-135 

-11 

た数値を四捨五入

出生率が 20

人）のシミ

年 2030 年

（H42）

2.10 

1,753

-164 

-116 

-48 

た数値を四捨五入

促進と転出の

ュレーション

年 2030 年

（H42）

1.51 

1,785

-156 

-127 

-29 

た数値を四捨五入

まち・ひと

と転出の合計

ョン 

2035 年

（H47）

2040

（H5

1.52 1.5

1,691 1,5

-136 -12

-131 -12

-5  1

※合計特殊出生

入しており表記

030 年に人口

ミュレーショ

2035 年

（H47）

2040

（H5

2.10 2.

1,601 1,4

-152 -13

-110 -10

-42 -3

※合計特殊出生

入しており表記

の抑制に対し

ン 

2035 年

（H47）

2040

（H5

1.51 1.5

1,644 1,5

-141 -12

-118 -10

-23 -1

※合計特殊出生

入しており表記

・しごと創生

計がゼロまで

0年

52）

2045 年 

（H57）

52 1.52 

567 1,451 

24 -116  

25 -124  

  8  

生率は小数点以下

記数値の加算が合

口置換水準

ョン 

0年

52）

2045 年 

（H57）

10 2.10 

465 1,343 

37 -122  

01 -94  

36 -28  

生率は小数点以下

記数値の加算が合

して対策を強

0年

52）

2045 年 

（H57）

52 1.52 

519 1,407 

25 -112  

08 -102  

7 -10  

生率は小数点以下

記数値の加算が合

生 人口ビジ

で向上すると

年 

 

2050 年 

（H62） 

2

1.52 

1,342 1

-109  

-122  

13  

下第２位を切り捨

合計と合致しない

（2.10）まで

年 

 

2050 年 

（H62） 

2

2.10 

1,234 1

-108  

-87  

-21  

下第２位を切り捨

合計と合致しない

強化したと仮

年 

 

2050 年 

（H62） 

2

1.52 

1,307 1

-100  

-95  

-4  

下第２位を切り捨

合計と合致しない

ジョン 

と仮定した場

2055 年

（H67）

2060

（H72

1.52 1.5

1,240 1,14

-102 -97

-121 -12

19  23

捨てした概数で

いものがありま

で上昇したと

2055 年

（H67）

2060

（H72

2.10 2.1

1,137 1,04

-98 -90

-82 -78

-15 -12

捨てした概数で

いものがありま

仮定した場合

2055 年

（H67）

2060

（H72

1.52 1.5

1,218 1,13

-89 -82

-90 -85

0  3 

捨てした概数で

いものがありま

場

年

2）

2 

43

7 

0 

  

す 
す 

 

と

年

2）

0 

47

0 

8 

2 

す 
す 

 

合

年

2）

2 

36

2 

5 

 

す 
す 

 
 



 

 

 

 ④

独自推

入の促進

シミュレ

 

合計特殊
出 生 率

総 人 口
（人）

人口増減
（人）

自然増減
（人）

社会増減
（人）

 ⑤

独自推

た場合

 

合計特殊
出 生 率

総 人 口
（人）

人口増減
（人）

自然増減
（人）

社会増減
（人）

 ⑥

独自推

入の促進

人）のシ

 

合計特殊
出 生 率

総 人 口
（人）

人口増減
（人）

自然増減
（人）

社会増減
（人）

独自推計４

推計２をベー

進と転出の抑

レーション 

2010 年 

（H22） 

殊 
率 

 

口 
 

2,590 

減 
 

 

減 
 

 

減 
 

 

※人口は各数

独自推計５

推計１をベー

（社会増減が
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2,590 
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※人口は各数

独自推計６

推計２をベー

進と転出の抑

シミュレーシ

2010 年 

（H22） 

殊 
率 
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2,590 
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※人口は各数

４ 

ースにして、

抑制に対し

2015 年 

（H27） 

202

（H

1.58 1.

2,307 2,

-283  -1

-169  -1

-113  -

数値の小数点以下

５ 

ースにして

が年平均 +

2015 年 

（H27） 

202

（H

1.58 1.

2,307 2,

-283  -1

-169  -1

-114  -

数値の小数点以下

６ 

ースにして、

抑制に対し

ション 

2015 年 

（H27） 

202

（H

1.58 1.

2,307 2,

-283  -1

-169  -1

-114  -

数値の小数点以下

、合計特殊

て対策を強

20年 

H32） 

2025 年

（H37）

75 1.92

123 1,963

184  -161 

134  -119 

50  -41 

下を含めて足した

、転入の促

+0.6 人）の

20年 

H32） 

2025 年

（H37）

55 1.52

157 2,029

150  -128 

140  -130 

10  2 

下を含めて足した

、合計特殊

て対策をさ

20年 

H32） 

2025 年

（H37）

75 1.93

166 2,052

141  -114 

132  -115 

-9  1 

下を含めて足した

利尻町

35

出生率が 20

化したと仮

年 2030 年

（H42）

2.10 

1,824

-139 

-108 

-31 

た数値を四捨五入

促進と転出の

のシミュレー

年 2030 年

（H42）

1.52 

1,918

-111 

-121 

10  

た数値を四捨五入

出生率が 20

らに強化し

年 2030 年

（H42）

2.10 

1,960

-92 

-100 

8  

た数値を四捨五入

まち・ひと

030 年に人口

仮定した場合

2035 年

（H47）

2040

（H5

2.10 2.

1,698 1,5

-126 -1

-99 -8

-26 -2

※合計特殊出生

入しており表記

の抑制に対し

ーション 

2035 年

（H47）

2040

（H5

1.52 1.5

1,821 1,7

-97 -8

-111 -10

14  17

※合計特殊出生

入しており表記

030 年に人口

したと仮定し

2035 年

（H47）

2040

（H5

2.10 2.

1,881 1,8

-79 -6

-90 -7

11  13

※合計特殊出生

入しており表記

・しごと創生

口置換水準

合（社会増減

0年

52）

2045 年 

（H57）

10 2.10 

588 1,492 

10 -96  

89 -81  

22 -15  

生率は小数点以下

記数値の加算が合

して対策をさ

0年

52）

2045 年 

（H57）

52 1.52 

737 1,665 

84 -72  

01 -95  

7  23  

生率は小数点以下

記数値の加算が合

口置換水準

した場合（社

0年

52）

2045 年 

（H57）

10 2.10 

816 1,763 

65 -53  

78 -70  

3  17  

生率は小数点以下

記数値の加算が合

生 人口ビジ
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減が年平均 
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1,408 1

-83  
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合計と合致しない

さらに強化し
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2050 年 
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1,601 1

-64  

-90  
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下第２位を切り捨

合計と合致しない

（2.10）まで

社会増減が年

年 

 

2050 年 

（H62） 

2

2.10 

1,720 1

-43  

-64  

21  

下第２位を切り捨

合計と合致しない

ジョン 

で上昇し、転

-6.3 人）の

2055 年

（H67）

2060

（H72

2.10 2.1

1,335 1,26

-73 -66

-68 -63

-5  -3

捨てした概数で

いものがありま

したと仮定し

2055 年

（H67）

2060

（H72

1.52 1.5

1,546 1,49

-55 -51

-86 -82

31  31

捨てした概数で

いものがありま

で上昇し、転

年平均 +0.

2055 年

（H67）

2060

（H72

2.10 2.1

1,684 1,65

-36 -29

-59 -54

23  25

捨てした概数で

いものがありま

転

の

年

2）

0 

68

6 

3 

  

す 
す 

 

し

年

2）

2 

95

1 

2 

  

す 
す 

 

転

1

年

2）

0 

55

9 

4 

  

す 
す 



 

 

 

 ⑦

独自推

まで上昇
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（人）

人口増減
（人）

自然増減
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社会増減
（人）

 
利尻町

独自推

1 年あた

数を合計

 

※１ 生存

※２ 出生

   出生

   出生

※３ 社会

   社会

 

2010年総人口

2020年総人口

2040年総人口

2060年総人口

移　動　率
条件のイメージ

パターン１
（社人研）基準

2020年に対する

社会増減の目安※

2040年に対する

社会増減の目安※

2060年に対する

社会増減の目安※

出生率

生存率※１

独自推計７

推計６をベー

昇し、転入の

均 +1.1 人

2010 年 

（H22） 

殊 
率 
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2,590 
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減 
 

 

※人口は各数

町では、将来

推計の条件

たり移動人数

計した年数で

存率は、男女別

生率 2.42 はアン

生率 2.10 は出生

生率 2.178 は出生

会増減は、男女

会増減がプラスで

口 2,590人

口 2,133人

口 1,567人

口 1,143人

ジ
男性8人、女性8人

（50～69歳の転出阻

準

※３

※３

※３

-14人/年

- 6人/年

- 2人/年

パターン1と同じ

独自推計１

1.51～1.58（2010以降
推移（設定による算出
※パターン１に準拠
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ースにして、

の促進と転

）のシミュ

2015 年 

（H27） 
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1.48 1.
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-169  -1

-117  -
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来人口を独

と結果を表

数の目安を表

で割り返し、

・年齢別（5歳階

ンケート結果の理

生率 2.42 の 86.8

生率 2.42 の 90％

別・年齢別（5

で総人口が減少

2,590人

2,101人

1,465人

1,047人

2.42（ｱﾝｹｰﾄ理想

×86.8％

人

止）

男性4人、女性

（50～69歳の転出

-18人/年

-12人/年

- 9人/年

じ

独自推計

降）で
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パターン1と同

2030年に出生率
に上昇（人口置換

、合計特殊出

出の抑制に

レーション

20年 

H32） 

2025 年

（H37）

60 1.73

168 2,063

136  -105 

132  -115 

-4  10 

下を含めて足した

自に７パタ

1-4 に示し

表 1-4 下段に

、１年当た

表 1-4

階級）にｘ年か

理想とする子供の

8％達成に相当し

％達成に相当し

歳階級）ごとの

しているのは自

人 2,590

人 2,115

人 1,519

人 1,136

想値）※２

％

性4人

出阻止）

男性4人、

（50～69歳の

男性2人、

（25～34歳の

年 -16人
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年 - 9人

年 + 6人

計２ 独自推
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率2.10
換水準）
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出生率が204

に対して対策
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年 2030 年
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1,980

-83 

-100 
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た数値を四捨五入

ーン推計し

ます。社会

に示していま
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独自推計の

ら 5年後のｘ＋

の人数より算出

します。 

ます。 

の移動による増減

自然減での人口減

0人 2,

5人 2,

9人 1,

6人 1,

2.42（ｱﾝｹ

×

女性4人

の転出阻止）

男性4

（50～69歳

女性2人

の転入促進）

男性2

（25～34歳

人/年 -1

010以降）で
よる算出）
に準拠

人/年 - 9

人/年 + 6

推計３ 独自

1と同じ パター

2030年
に上昇（人

まち・ひと

40 年にアン

策をさらに強

2035 年

（H47）

2040
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2.01 2.

1,919 1,8

-61 -4

-83 -6
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入しており表記

しました。

会増減の条件

ます。社会

したものです

の条件と結果

＋5 年に生存して

しています。

減になります。

減少の影響が大き

,590人

,123人

,588人

,268人

ｹｰﾄ理想値）※２

×86.8％

人、女性4人

歳の転出阻止）

男

（50～

人、女性2人

歳の転入促進）
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6人/年

9人/年

6人/年
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自推計４ 独

1.51～
推移（設
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人口置換水準）
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52）
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（H57）
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3  25  
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町の独自推計

を人口減少指

較することが

減少指数は、

に指数化して

目指していま
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ガンバリ度の

利尻町 
パターン１ 
社人研 

利
パタ
日本
会

2,590 2,

2,053 1,

1,243 9

734 4

1.51～1.58 
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で推移 

パタ
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推計値 
 

※時系列で
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されていく
イメージ 

パタ
の推
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2010
の移
それ
推移
する

率については社人

計と国が目標

指数として独

が困難であ

、国も利尻町

ています。国

ます。これ

と同程度の

の 1.57 倍に

表 1

尻町
ーン２

本創成
会議 
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ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ１
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415 869 

ターン

と同じ

2030 年に
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2.10 に上

ーン１
計値を
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独自に比較
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国では、現在
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４１になり
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１ 
利尻町
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較しています
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在の人口 8,6

するとガンバ

ます。推計

 

の条件と結果
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計の中では独

、国の目標

利尻町

３ 

2,590 2,

2,115 2,

1,519 1,

1,136 1,

に

昇

パターン１
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÷（ 2010 年総

÷ 2060 年 社

・しごと創生

少指数比較図 

ローを図 1-3

計準拠）の

の人口移動

15 人まで人

上昇、50～

り、急激な人
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利
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生 人口ビジ

 

37 に独自推

人口推計値
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対
策
を
講
じ
な
い
場
合

0 年社人研推計

まで減少する人

ジョン 

計の総人口

値で 2060 年に

ない場合は、

します。 

出阻止 10 人

食い止めるこ

37 
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ンバリ度

計値 ）×100

人口×100

 

 

に

人、

こ



 

 

 

 

 

 

図 1-37 

 

将来人口推

利尻町

39

推計とシミュ
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ンの比較フロ
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まち・ひと・しごと創生生 人口ビジジョン 

図
1
3
8

利
尻
町

総
人
口
の
推
計

（
独
自
推
計
）

図
1
-3

8 
利
尻
町
 
総
人
口
の
推
計

（
独
自
推
計
）
  
  
  

出
典
：

国
立

社
会
保

障
・
人
口

問
題
研

究
所

、
日

本
創
成

会
議
 



 

 

 

（4）

利尻町

少子化

人口減

転入の回

のの自然

社人研

人から、

ています

我が国

発展した

にわたる

産業基盤

しかし

消費の減

介護の負

さらに

らも、地

効果が見

社人研

率②生存

ての独自

産みたい

現時期を

 

表

人口変

 

自
然
増
減

社
会
増
減 

※  

 人口ビジ

町は 1955 年

・高齢化が進

減少は 15～

回復傾向も見

然増減も減少

研の推計によ

2040 年には

す（P21 図

国においては

た大都市圏へ

る人口減少に

盤を保ち、生

し、国全体の

減少、産業・

負担増に繋が

に、生活に求

地方において

見込まれる

研や日本創成

存率③純移動

自推計も同

い人が産める

を設定し、③

表 1-6 人口の

変動要素 

自
然
増
減

①
合
計
特
殊
出
生
率 

人口

が一

異な

によ

価す

②
生
存
率

一定

ける

いた

社
会
増
減

③
純
移
動
率 

人口

過去

らに

人口

ど）

  は利尻町

ジョン 

年をピークに

進行する中、

19 歳に多く

見られます

少が続いてお

よると人口減

は 1,243 人

1-19）。 

は、戦後の混

への人材供

にありなが

生活水準の

の人口減少傾

・経済の衰退

がり、まち

求められる基

て人口減少

と考えられ

成会議によ

動率の 3 つ

じ算出手法

る環境の水

③移動率は社

のシミュレー

口統計上の指

一生に産む子

なる時代、異な

よる人口の自

することがで

定人口に対す

る死亡者数の

た数値 

口に対する移

去の実績純移

に過去や将来

口変動（大規

を勘案し見

町人口ビジョンに

に人口の減少

、3人に 1人

く、進学・就

（P12 図 1

おり、近年

減少に有効

と 1,347 人

混乱期を経

給を担って

ら、大都市

向上と地域

傾向が顕著と

退、税収の減

の活力低下

基本的な公

を抑止する

ます。 

る将来人口

の人口変動

を用いつつ

準として、

社人研算出

ーションにお

指標で、一人の

子供の平均数

なる集団間の

自然増減を比較

できる 

するその年齢

の割合を１か

移動者の比率

移動率を踏まえ

来における特

規模な人口流

見込んだ数値

における独自推計
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少が続き、現

人が高齢者

就職が原因と

-10）。人口

年減少幅が増

な対策を講

人の減少とな

経て、人口増

てきました。

市圏に集中し

域コミュニテ

となった現状

減少となって

下に大きく影

公共サービス

ことは重要

のシミュレ

動要素をもと

つ、②の生存

アンケート

の推計移動

おける人口変

の女性

の出生

較・評

結婚

→

→

夫婦

→

→

齢にお

から引

平均

→

→

え、さ

特殊な

流入な

経済

→

社会

→

→

計で独自の設定

まち・ひと

現在の人口は

となってい

と思われます

口減少の要因

増える傾向に

講じなければ

なり、2060 年

増加傾向が長

高度経済成

したモノ・カ

ティの保持に

状において

て現れ、直接

影響すること

ス機能の水準

要な課題であ

レーションは

とに算出して

存率は変えず

ト調査の結果

動数を基準に

変動要素なら

考え

婚行動（晩婚化

→男女間の経済

→婚姻における

婦出生行動（夫

→住宅面積→実

→子育ての負担

均寿命 

→医療水準、食

→紛争など社会

済的要因 

→就業→所得水

会的要因 

→就学、婚姻・

→住宅事情、交

を行った要素

・しごと創生

は 2,300 人を

ます。 

すが、就職等

因は、社会増

にあります

ば、利尻町の

年には 734 人

長らく続き、

成長以降、現

カネの地方へ

に努めてきま

は、その影響

接的に生活サ

が懸念され

準を一定程度

あり、早期に

は、表 1-6 に

ています。前

ず、①合計特

果から算出し

に減数してい

らびに考えら

えられる関係

化・非婚化）

済格差変動 

るメリットの

夫婦がもつ子

実質所得→雇

→女

担感→家族形

食糧供給状況

会安定性に関

水準、就業機

・離別、随伴移

交通の利便性

 ※国民生活白

生 人口ビジ

を下回ってお

等により 20

増減による影

（P8 図 1-5）

の人口は 201

人まで減少す

その間、地

現在までに、

への再分配に

ました。 

響が地方に

サービスの

れています。

度保持すると

にその対策を

に掲げた①合

前項で行った

特殊出生率の

した希望出生

います。 

られる関係要

係要因の例※ 

による変化

の変化（経済

子どもの数）

雇用形態 

女性就労→労

形態→社会的

→治安 

況、社会保障

関わるリスク

機会、業種数

移動（親や配

性、教育、生活

白書、経済財政白

ジョン 

おり、さらに

0代・30 代の

影響が強いも

）。 

10 年の 2,59

すると言われ

地方は急速に

地方は長期

によって地域

おける生産

低下、医療

 

という観点か

を施すほどに

合計特殊出生

た利尻町とし

の設定値は、

生率とその実

要因の例 

化 

済的→心理的）

による変化

労働時間 

的支援制度 

障 

、治安 

数、就労環境

配偶者に伴う

活環境、介護

白書等を基に構

に

の

も

90

れ

に

期

域

産・

・

か

に

生

し

、

実

）

）

護

成 



 

 

 

 

本項で

く自然増

検証に

特に自然

困難です

いる点や

している

同様に

地域コミ

いるのが

成果が一

独自のデ

さらに他

 

 ①

自然増

少への対

下をさま

め、第 2

1-39 右

図 1-
（

 

出生率

して捉え

将来展望

のみなら

を意味し

ク

では、前項の

増減と社会増

においては、

然増減につい

す。そのため

や、利尻町が

る人口の将来

に、社会増減

ミュニティな

が実態です。

一定程度現れ

データが得

他市町村にお

自然増減 

増減の改善に

対応はまった

まざまな角度

2 段階として

右側）。 

-39 日本経
「人口減少へ

率の向上は、

えらることが

望の明るさが

らず、地域の

し、QOL と表

子ども

社会

将来

社

クオリティオ

の利尻町に

増減に分類

、人口変動

いては、変動

め、現状ま

が進めてい

来展望にお

減においても

などの人的

。そのため

れているこ

られたこと

おける人口減

については、

たなし-総人

度から分析

て夫婦の出生

経済団体連合
への対応はま

、人口減少

ができ、さ

が影響する

の住民生活

表記されます

もを産み育て

社会の実現

会経済の安定

来展望の明る

会全体を通じ

ブライフ（生

おける独自

し検証しま

の要素に応

動要因が多

での実績値

る子育て支

ける出生率

も、雇用、転

つながり、

、実際に移

とや、また

から、便宜

減少対策の

、出生率の

人口１億人の

しつつ、そ

生率（有配偶

会提言 2030
まったなし-総

を抑止する

らにその前

と考えられ

全般のクオ

す。）を向上

てやすい 

現 

定性 

るさ 

じた 

生活の質）向
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推計の有効

す。 

応じた結果を

多岐にわたり

値において、

支援策を事実

率の設定を基

転勤、住環境

個人の嗜好

移住・定住対

た、住民アン

宜的にこれら

成功事例等

向上が重要

の維持に向け

の対策の第

偶出生率）を

0 年の出生率
総人口１億人

効果に留ま

前段階である

れます。つま

オリティ・オ

上することが

向上 

まち・ひと

効性と実現性

をできるだけ

、要因と結

利尻町の出

実として踏ま

基準に検証を

境や教育とい

好や事情など

対策として利

ンケート調査

らの中から成

等を参考にし

であり、日

けて-」2015

第 1 段階とし

を高めるとい

率 2.07 実現に
人の維持に向

まらず、子ど

る有配偶率の

まり、出生率

オブ・ライフ

が前提である

・しごと創生

性について、

け整理するこ

結果の因果関

出生率が北海

まえつつ、国

を行います。

いった生活環

ど多様な要素

利尻町が現在

査、事業者ヒ

成果がわかり

しながら検証

本経済団体

5 年 4 月）に

して結婚を望

いうイメージ

に向けた考え
向けて-」）20

どもを産み育

の向上におい

率の向上には

フ（Quarity 

ると考えられ

生 人口ビジ

人口変動の

ことが求めら

関係を体系化

海道の出生率

国や北海道が

 

環境、婚姻や

素が変動の要

在までに実施

ヒアリング等

りやすい数値

証を行います

体連合会の提

においては、

望む若者の有

ジが表されて

え方と社会へ
015 年 4 月よ

育てやすい社

いては、経済

は、子育て世

 of Life:

れます（図

ジョン 

の要素を大き

られますが、

化することが

率を上回って

がすでに策定

や家族関係、

要因となって

施した施策の

等の結果など

値を抽出し、

す。 

提言（「人口減

出生率の低

有配偶率を高

ています（図

への波及効果
より引用）

社会の指標と

済的安定性や

世代や子ども

「生活の質」

1-39 左側）

き

、

が

て

定

、

て

の

ど

、

減

低

高

図

 
果 

と

や

も

」

）。 



 

 

 

 

一方、

少子化の

年（平成

には 199

の少子化

直すこと

その内

う新たな

ていくこ

総合的な

働き方の

性の向上

国は、

の充実に

に着手す

して、地

2005 年

降、現在

ています

 

 

ミレニ

1990 年（

の認識が一般

成 12 年）に

97 年（平成

化対策が子育

ととしました

内容は、少子

な傾向の指摘

ことが必要で

な取り組みを

の見直し」、

上や自立の促

このような

に関する提案

すべき課題に

地方自治体ご

年（平成 17 年

在まで、子

す。 

図 1-40 

ニアム・ベ

（平成 2 年）

般化してか

に「ミレニア

成 9年）に設

育てと仕事

た。 

子化の主た

摘に基づき

であるとい

を進める上

「地域にお

促進」、とい

な内容をと

案を行い、

について、

ごとに、行動

年）には、

どもを持ち

国による少

ビー・ブー

に我が国の

ら現在まで

アムベビー」

設定した推計

の両立支援

る原因は、

、子育てを

う考え方を

で、それま

ける子育て

いう４つの柱

りまとめ、

「働き方の見

立法に基づ

動計画の策定

利尻町にお

たいと思う

少子化対策の

ム 
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の合計特殊出

で、国は少子

」として前年

計値の 1.61

援を保育に関

晩婚化に加

する家庭の

打ち出した

での「子育

て支援」、「社

柱に沿うこと

2002 年に

見直し」や

づき早期に結

定など少子化

おいても「利

人が安心し

の経緯（厚生

まち・ひと

出生率の低下

子化社会対策

年の数値を

を大幅に下

関する施策を

加え、結婚し

の視点から全

たものです。

てと仕事の

社会保障にお

とを新たに掲

「少子化プラ

「地域におけ

結論を得るこ

化対策の推進

利尻町次世代

して子どもを

生労働省白書

・しごと創生

下が顕著とな

策を行ってい

若干上回っ

回る 1.39 と

を中心にした

した夫婦の出

全体として均

つまり、社

両立支援」

おける次世代

掲げること

ラスワン」と

ける子育て支

こととしまし

進体制の整備

代育成支援行

を産み育てや

Ｈ21 年版資

生 人口ビジ

なり（1.57

いる経緯にお

たことを除

となったため

た施策であっ

出生力の低下

均衡のとれた

社会全体が一

に加え、「男

代支援」、「子

となりまし

として少子化

支援」を中心

した。特に地

備を求めるこ

行動計画」を

やすい環境の

資料編より引

ジョン 

ショック）、

おいて、200

除き、2002 年

め、それまで

ったことを見

下によるとい

た取組を進め

一体となって

男性を含めた

子どもの社会

た。 

化対策の一層

心とする直ち

地方の役割と

こととなり、

を策定し、以

の整備に努め

 
用） 

利尻町
合計特殊
出生率
1.12

利尻町
合計特殊
出生率
1.37

、

00

年

で

見

い

め

て

た

会

層

ち

と

、

以

め

町 
殊 

率 

町 
殊 
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それら

計特殊出

※全国、

2040 年

ては 2

 

利尻町

い水準に

てこれを

おける設

ここで

ものが表

 

表 1-7

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

2.20

2.40

2.60

2.80

3.00

らの取組の成

出生率が22

北海道の合計特

年に 2.10 を目標

2030 年に 1.90、

出典：2010 年

町の合計特殊

にあるものの

を目指す必要

設定値として

で、国ならび

表 1-7 です。

7 利尻町独

国 

北海道 

利尻町

〔参考〕

利尻町

1.12

1.36

1.24

2000年

（H12）

合計特

人口置換

成果として特

.3％上昇し

特殊出生率のうち

標設定として、一

2040 年に 2.10

年までは実績によ

図

殊出生率につ

の、人口置換

要があり、

て採用してい

びに北海道

。 

独自推計と北

種別 

（独自推計７

2030 年（H4

町（独自推計

1.37

1.31

1.3

1.19
1.

2005年

（H17）
201
（H2

殊出生率の実績

換水準

特定するに

た時期が19

ち 2015 年から 2

一定率で上昇す

0 を設定値として

よるもので人口動

図 1-41 合計

ついては現

換水準である

将来的には

います。 

と、利尻町

海道および国

201

） 

42）に 2.10

２） 

1.38

1.58
1.4

39 1.4

.23

1.34

10年

22）
2015年

（H27）

合計特績
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は至りませ

995年-1999

※

2040 年までは、

る条件で逆算に

ています。 
動態保健所・市

計特殊出生率

現状の合計特

る 2.10 には

はアンケート

町の独自推計

国の人口シ

人

合

10 年（H22）

1.39 

1.23 

1.38 

を設定した場

1.38 

1.75

1.

48
1.60

49

1.59

1.47

2020年

（H32）

特殊出生率の推

まち・ひと

せんが、利尻

9年から200

※合計特殊出生

利尻町における

によって算出した

市区町村別統計

率の推移（再

特殊出生率 1

は届いていな

ト結果におい

計に用いた出

ミュレーショ

人口の将来展

計特殊出生率

2040 年

2.1

2.1

2.17

場合 

2030 年

2.1

92

2.10

1.73

1.

1.71

1.83

1.61

1.

2025年

（H37）
203
（H4

推移

・しごと創生

尻町では 5 年

0年-2005年

※年代は

率は小数点以下

る独自推計の設定

た数値を記載し

（人口動態統計特

再掲） 

.38（2010 年

ないことから

いて算出され

出生率の上昇

ョンにおける

望における 

率の設定状況

（H52） 上昇

0 

0 

78 

（H42）

0 

2.10

.87
2.01

1.

.76

1.

30年

42）
2035年

（H47）

生 人口ビジ

年間ごとに算

年にあります

は 5 年間の中間年

下第２位を切り捨

定と比較しやす

ています。実際

特殊報告）、201

年）が、北海

ら、まず当面

れた理想値を

昇率を抽出し

る出生率上昇

況 

昇率（5年間

7.1％ 

9.3％ 

7.9％ 

11.1％ 

2.17

.96

2.10

92

2040年

（H52）

利尻町（独自推計

利尻町（独自推計７

全国

北海道

ジョン 

算出される合

す（図1-41）。

 
年を示していま

捨てした概数で

すくするために、

際の目標値におい

5 年以降は仮定

海道よりも高

面の目標とし

を独自推計に

して比較した

昇率の比較

間） 

2.17

2.10

2045年

（H57）

２・４・６）

７）

合

。 

す 

す 

い

値 

高

し

に

た



 

 

 

 

2010 年

7.1％、

合計特殊

また、

りますが

したが

支援策に

援」とし

の向上や

来展望と

 

 ②

社会増

会背景に

までをひ

そこで

住民ア

結果「町

ら転出す

全町民

と 54 人

の2.8％

過去の実

徒数は4

なります

以上よ

人を「住

いえます

 

 

年から 2040

北海道が 9

殊出生率）ま

最も厳しい

が、過去の実

がって、独

に加え、国や

して「男性を

や自立の促進

として可能性

社会増減 

増減は施策の

による変動の

ひとつの区切

で、住民アン

アンケート調

町外に移りた

する可能性の

民 2,590 人

人になります

％分にあたる

実績より、進

40人以下で

す。これは最

より、「住み

住み続けたい

す。 

0年までに目

.3％である

までの上昇率

い目標であ

実績と比較す

自推計にお

や北海道が推

を含めた働

進」の側面

性があると考

の成果が相対

の可能性が高

切りとして行

ンケートに

調査におい

たい」と回答

のある人は

（H22 国勢調

す。これに転

る251人を加

進学・就職

で全ての生徒

最近 5 年間

み続けたい」

い」に変え

目指す人口置

のに対し、

率は 7.9％で

る 2030 年の

すると不可

ける利尻町

推進する少子

き方の見直

から、地方

考えられま

対的に表出

高いため、本

行います。

より調査し

て、定住の

答した割合は

40.8％でし

調査）から

転勤予定者割

加えると305

に伴う転出

徒を利尻町在

の平均転出

と考えてい

られる多様

図 1-4

利尻町
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置換水準であ

利尻町の独

であり、特別

の設定値 2.1

可能な目標で

町の出生率の

子化社会対

直し」、「社会

方ならではの

す。 

出されること

本項におけ

 

た定住意向

意向と 5 年

は 5.1％でし

した（図 1-4

5 年以内の積

割合の 6.9％

5人となり、

出数が多いこ

在住として加

数 164 人と

いる人だけで

様な施策によ

42 定住意向

まち・ひと

ある合計特殊

独自推計にお

別に難しい

10 までの上

ではないと言

の上昇の可能

策の方向性

会保障におけ

のきめ細やか

が予想され

る検証は、総

向の結果を使

年以内の転出

した。転出予

42）。 

積極的な転

％分とやむを

これを1年

ことが伺える

加えても年間

比較すると

でなく、「ど

より、転出を

向調査結果

わからない

26.8%

問５-

・しごと創生

殊出生率 2.

おける 2040 年

条件ではな

上昇率は 11.

言えます。 

能性は、現在

性に沿って、

ける次世代支

かな施策を新

れ、経済構造

総合戦略の

使って、転出

出の可能性を

予定者のうち

出数（5.1％

を得ず町外に

間に換算す

るが、現在の

間101人しか

53 人も少な

どちらともい

を抑制できる

ない

26.8%

無回答

5.6%

-１ 5年以内の

（71/1つだけ

生 人口ビジ

10 までの上

年の設定値

ないと考えら

1％であり、

在、実施して

「地域におけ

支援」、「子ど

新たに講じる

造の変化など

計画期間で

出数を検討し

を調査してい

ち、5年以内

％×40.8％）

に移らざるを

すると61人に

の利尻高校の

か転出数はい

ない数値で

いえない」と

る可能性は十

ある

40.8

転出の可能性

選択）

ジョン 

上昇率は国が

2.178（希望

られます。

厳しくはあ

ている子育て

ける子育て支

どもの社会性

ることで、将

どの大きな社

である 2020 年

します。 

います。その

内に利尻町か

を推計する

を得ない割合

になります。

の１学年の生

いないことに

す。 

と思っている

十分にあると

 

る

8%

が

望

あ

て

支

性

将

社

年

の

か

る

合

。

生

に

る

と



 

 

 

 

次に転

促進を図

ナー開催

高齢化が

験研修

育成対策

に努めて

これら

用・住居

の増加を

とは可能

 

 ③

利尻町

上昇させ

合計特

置換水準

利尻町

平均転出

転出に

ついては

これら

計の３と

以上に

ます。2

の目標と

 

独自 
推計 2

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

 

転入数につい

図っています

催、移住体験

が進んだ漁業

「漁師道」を

策事業を利用

ています。 

らにより、移

居・医療福祉

を図る必要が

能であり、必

目標人口 

町では、計画

せ、2020 年

特殊出生率は

準である 2.

町の社会増減

出増数は約

については、

は最低限の

らにより、社

と４に該当

により、利尻

2020 年以降

として 2040

総

2010 年 2020

2,590 2,13

2,590 2,10

2,590 2,11

2,590 2,12

2,590 2,15

2,590 2,16

2,590 2,16

いて検討し

す。移住相

験ツアー・

業者の後継者

を実施して

用して、「漁

移住定住に繋

祉・出産子

があります。

必要不可欠

画期間である

年までの社会

は、最低でも

10 を達成す

減数は過去

45 人になり

、2040 年ま

目標として、

社会増減数は

します。 

尻町の 2020

も施策を講

0 年に総人口

表

総人口（人） 

年 2040 年 

33 1,567 

01 1,465 

15 1,519 

23 1,588 

57 1,737 

66 1,816 

68 1,878 

ます。利尻

談ワンスト

モニター募

者不足解消

、島外から

漁師道」によ

繋がってい

育て・教育

。多面的な

であると思

る 2020 年ま

会増減数の減

も社人研推計

することを目

5 年間の合

ります。この

まで毎年 25

、2040 年ま

は年間 16 人

年での目標

講じて、合計

口 1,554 人、

表 1-8 利尻

2060 年

1,143 
（2

1,047 
2

1,136 
（2

1,268 
2

1,495 
（2

1,655 
2

1,806 
2
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尻町では、こ

ップ窓口の

募集、移住に

消、基幹産業

の研修生の

よる研修修了

いるケースも

育等の多面的

施策を展開

われます。

までの 5年間

減少を目指し

計のパター

目指します。

合計で 226 人

の転出増を抑

人の抑制を

まで毎年 4人

人の転出増ま

標人口を独自

計特殊出生率

2060 年に

尻町独自推計

出生率 

1.51～1.58
2010 以降）で推

2030 年に出生率
2.10 に上昇

1.51～1.58
2010 以降）で推

2030 年に出生率
2.10 に上昇

1.51～1.58
2010 以降）で推

2030 年に出生率
2.10 に上昇

2040 年に出生率
2.178 に上昇

まち・ひと

これまでも多

の設置、移住

に関するイベ

業の活性化の

の受入を行っ

了後も支援を

も出てきてい

的な施策の推

開することで

 

間に施策を集

します。 

ン１以上と

 

人（H21～H2

抑制し、転入

を目指し、転

人の増加を目

まで減少され

自推計３と４

率の上昇と社

総人口 1,20

と社会増減の

社会
のイ

推移
16 人の

率 
8 人の転

推移
8 人の転
4 人の転

率 8 人の転
4 人の転

推移
10 人の
10 人の

率 10 人の
10 人の

率 10 人の
12 人の

・しごと創生

多様な施策の

住パンフレッ

ベントも開催

のために、利

っています。

を継続して行

いますが、実

推進により、

で、毎年数人

集中的に講じ

し、出来る

5）の転出増

入の増加を

転出減を継続

目指し、転入

れることにな

４の中間であ

社会増減の転

02 人を目指

の目安 

会増減 
メージ 

2
に

転出阻止 -1

転出阻止 -1

転出阻止
転入促進

-1

転出阻止
転入促進

-1

転出阻止
転入促進

-1

転出阻止
転入促進

-1

転出阻止
転入促進

-1

生 人口ビジ

の推進により

ット作成、移

催又は参加し

利尻島・礼文

新規漁業就

行い、漁業就

実績は少なく

継続的に移

人の転入数増

じて、合計特

だけ 2030 年

増であり、1

目指します

続します。ま

入増を継続し

なります。こ

ある総人口 2

転出減を継続

指すこととし

社会増減の目

2020 年 
に対する 

20
に

14 人/年 - 2

18 人/年 - 9

16 人/年 + 6

16 人/年 + 6

12 人/年 + 1

12 人/年 ±0

12 人/年 + 1

ジョン 

り移住定住の

移住促進セミ

しています。

文島 漁師体

就業者確保

就業者の確保

く、今後は雇

移住定住者数

増加を図るこ

特殊出生率を

年までに人口

1 年あたりの

。 

また、転入に

します。 

これは独自推

2,119 人とし

続し、中長期

します。 

目安 
減少
指数

060 年 
対する

2 人/年 22

9 人/年 17

6 人/年 22

6 人/年 29

人/年 41

0 人/年 50

人/年 58

の

ミ

。

体

・

保

雇

数

こ

を

口

の

に

推

し

期

少
数
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戦略ににおける基本本的なな考え方方  
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 総合II.

 総1.
 

2008 年

大によっ

市部に流

少子化を

一方で

縮小に加

況も散見

とも否め

このよ

せんが、

行き過ぎ

町の各々

ぞれの問

えられま

このよ

る人口減

来に繋ぎ

性を受け

以上の

経済、地

を打ち立

 
地域社
 

ⅰ. 地方

地

活力

利尻

 

ⅱ.若い

利

世代

社会

 

ⅲ.利尻

地

人口

合戦略に

総合戦略を

年をピーク

って、さまざ

流出し、多様

を加速させて

で、長期間に

加え、働き手

見されてお

めません。 

ような背景の

、利尻町と同

ぎた一極集中

々の問題は表

問題解決に力

ます。 

ような背景に

減少に手をこ

ぎ、問題点と

け継いで、分

のような危機

地域社会の課

立て実行し、

会の課題に

方として「東

地方から東京

との連携を

町における

い世代を中心

利尻町で生ま

やシニア世

経済環境を

尻町の特性を

地域の中で安

減少に伴う

における基

を定める上

として人口

ざまな問題が

様な側面で過

ており、国

にわたって人

手不足や高齢

り、また観光

の中、我が国

同様に多く

中と過密につ

表裏一体とい

力を注ぐこ

において、利

こまねいてい

として捉え

分野をまたい

機感と使命

課題に対して

、利尻町の持

に対して一

東京一極集

京圏への人口

を図りつつ、

「しごとの

心とした就労

まれた若者に

世代が安心し

実現する。

を生かして地

安全・安心で

変化に柔軟

基本的な考

上での基本

減少局面に

が生じてい

過密な環境

の根幹であ

人口流出が続

齢化による事

光など将来的

国全体に対

の地方で生

つながって

いう問題意

とは、我が国

利尻町まち

いるのでは

られている

いで地域課

を住民、団体

て一体的に取

持続可能性

体的に取り

中」を是正

口流出に歯止

快適かつ安

の創生」と「

労・結婚・子

に加え、人口

して就労し、

 

地域課題を解

で心豊かな生

軟に対応し、

利尻
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考え方 

本的視点

に入った我が

ます。特に

のもとに出

る次世代の

続いている

事業の縮小

的に大きく

して利尻町

生まれた住民

いると言え

意識のもとに

国の将来を負

・ひと・し

なく、かつ

「弱さ」さ

課題に取り組

体、企業、行

取り組む基

性を高めるこ

り組む３つ

正する役割を

止めをかけ、

安全・安心な

「ひとの創生

子育ての希望

口減少を克服

希望通り結

解決する 

生活が将来に

地域課題を

尻町 まち・

点 

が国は、首都

、子どもを

産・子育て

の育成におい

利尻町では

によって漁

育つ期待を

の人口が占

民の流出の集

えます。この

に、相互に補

負のスパイ

ごと創生総

てこのまち

え「強み」

組む総合的な

行政など利尻

基本的視点を

とが重要で

つの基本的視

を担う 

「東京一極

な環境がある

生」の好循環

望を実現する

服するために

結婚し、妊娠

にわたって確

を解決する。

・ひと・しご

都圏と地方の

産み育てる

をしなけれ

いて大きなひ

は、地域経済

獲高の減少

持てる産業

める割合は

集積が、大都

のことから、

補完しあう関

ラルから救

総合戦略は、

をつくりあ

に転換して

な手立てとし

尻町全体で共

を以下の３点

です。 

視点 

集中」を是

る利尻町への

環を実現する

る 

に、町外か

娠・出産・子

確保されるよ

 

ごと創生 総合

の人口格差、

る若い世代が

ればならない

ひずみとなっ

済における消

少を余儀なく

業の可能性を

は決して大き

都市部の発展

首都圏と地

関係をつくり

救う道に繋が

止められな

あげてきた先

ていくような

します。 
共通する認識

点に定めて、

正するため

の関心・理

る。 

ら移住を希

子育てがで

よう、地域

合戦略 

経済格差の

が地方から大

いという状況

っています。

消費市場の規

されている

を弱めている

きいとは言え

展に留まらず

地方である利

りながら、そ

がっていると

ない流れとさ

先人の意志を

な主体性と創

識とし、人口

総合的な戦

め、東京圏の

解を高め、

望する若い

きるような

が直面する

 

の拡

大都

況は

 

規模

る状

るこ

えま

ず、

利尻

それ

と考

され

を未

創造

口、

戦略

の

い

な



 

 従2.
 

内閣府

て一定の

かってい

 
◆府省庁

地

業相

一

急上

 
◆地域特

各

狭く

いと

地域

 

◆効果検

財

いな

課題

しの

 
◆地域に

従

余地

各分

ると

 
◆「短期

施

たず

ざる

 
利尻町

住民みな

けるご意

課題に対

体系とし

 

従来の施策

府によると、

の成果を上げ

いないと評さ

庁分野・制度

地域の経営人

互の重複や

方で、移住

昇した事例

特性を考慮

各府省庁分野

縛ってしま

言えます。

において集

検証を伴わな

財源が限られ

い施策は、

が明確に認

しくみが伴

に浸透しない

従来の施策の

があったこ

野の施策を

考えられま

期的」な成果

施策が成果を

に、国の既

を得ません

町総合戦略は

なさんをは

意見や、利尻

対する解決手

して構築する

策の検証か

、これまで講

げた部分も

される要因

度ごとの「縦

人材の確保・

や、小粒な事

希望者向け

例等にみられ

しない「全

野の個別補助

うことが多

また、公募

集中して取り

ない「バラ

れている中、

「バラマキ」

認識されてい

伴っていない

い「表面的

の中には、対

とも考えら

を構造的に組

す。しかし

果を求める施

を出すために

往の補助財

んでした。 

は、以上のよ

じめとする多

尻町議会等で

手法となる施

ることとし

から見た施

講じられて

ある一方、大

として、次

縦割り」構

育成に関し

事業が乱立す

のワンスト

れるように、

国一律」の

助金政策は、

多く、結果と

募型事業等で

組むべき適

マキ」 

効果検証を

」との批判

いないことや

いこと等に、

」な施策 

対症療法的な

られます。社

組み立て、「

し、現実には

施策 

には、一定の

財源の制限か

ような反省を

多様な主体

での議論を反

施策群を、省

ます。 
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施策のあ

きた地域経

大局的には

の５点が挙

構造 

しては、各府

する傾向にあ

トップ窓口を

「縦割り」

手法 

個別施策の

として地域特

では「小粒で

適切な選択が

を客観的・具

を受けやす

や、適切かつ

根本的な原

なものに留ま

社会や経済に

深み」のあ

は表面的で単

の時間が必要

から、単年度

を踏まえて、

体の参加であ

反映させ、人

省庁分野の垣

尻町 まち・

あり方 

経済・雇用対

地方の人口

挙げられてい

府省庁分野で

あると言えま

を設置した地

排除の効果

の目的の観点

特性や事業者

で似たような

がされないこ

具体的なデー

すく、施策に

つ客観的な効

原因があると

まり、構造的

における地域

ある施策パッ

単発の施策が

要とされます

度事業という

、広範囲にわ

ある利尻町ま

人口減少問

垣根を越え

・ひと・しご

対策や少子化

流出が止ま

います。 

で政策手法が

ます。 

地方公共団体

は非常に大

点から実施さ

者の主体性が

な」事業が展

ことも考えら

ータに基づい

によって解決

効果検証と施

と考えられま

的な問題への

域の現象は有

ッケージを立

が多いと言え

すが、中長期

う形で取り組

わたる調査と

まち・ひと・

題と利尻町

た連携によ

ごと創生 総合

化対策は、個

まらず少子化

が似通うこと

体が移住希望

大きいと考え

されるため、

が考慮されな

展開される

られます。 

いて行う仕組

決を目指す本

施策の運用に

ます。 

の処方箋とし

有機的に絡み

立案・推進す

えます。 

期的な展望や

組まれている

と客観的な分

しごと創生

町の創生に関

って形成さ

合戦略 

個々の対策と

化に歯止めが

とが多く、事

望地の上位に

えられます。

、使用目的を

ないことが多

傾向があり

組みが整って

本質的な地域

における見直

しては改善の

み合ってお

する必要があ

やプランを持

る施策となら

分析を踏ま

生推進会議に

関わる本質的

される有機的

 

とし

がか

事

に

 

を

多

り、

て

域

直

の

り、

あ

持

ら

え、

にお

的な

的な



 

 人3.
 

以上の

現するた

 
ⅰ. 

事

が

背

療

 
ⅱ. 

維

 
 
ⅲ. 

た

を

実

 
ⅳ. 

く

研

高

 

ⅴ. 

期

を

て

と

 

人口減少と

のような基本

ため、次の

自立性 

各施策が一過

事業者・個人等

具体的には、

がなくなっても

このためには

背景を抽出し、

療法的な対応だ

将来性 

利尻町が自主

維持・創出、地

地域性 

成功事例をそ

た施策が求め

を策定するとと

施策の内容

実状や将来性の

直接性 

限られた財源

りを直接的に

研究機関・金融

高める工夫を行

この観点か

結果重視 

効果検証の仕

期・中期の具体

を行います。 

目指すべき成

ている必要があ

も想定し、検

と利尻町の

本的視点、従

５つの原則

過性の対症療

等の自立につ

、施策の効果

も持続可能で

は、施策の内

、これまでの

だけではなく

主的かつ主体

地域の絆の中で

そのまま引用

られます。各

ともに、戦略

・手法は利尻

の分析、事業

源や時間の中

に支援する施

融機関・労働

行うことが重

ら、必要に応

仕組みを伴わ

体的な数値目

成果が具体的

あります。ま

検証や継続的

の創生を

従来の手法

に基づき、

療法的なもの

つながるもの

果が地域や企

であるような

内容の検討や

の施策につい

く、問題発生

体的に夢を持

で心豊かに生

用した画一的

各地域は客観

略に沿った施

尻町が主体的

業の持続性の

中で、最大限

施策を集中的

働団体・報道

重要です。 

応じて施策の

わないバラマ

目標を設定し

的かつ適切な

また、成果の

的な取組改善
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実現する

の検証を踏

関連する施

のに留まらず、

とします。

企業・個人に直

具体的な工夫

や実施において

いての課題を分

の原因に対す

持って前向きに

生活できる環境

的手法や「縦割

観的データに基

施策を実施でき

的に選択・変更

検証の結果が

限の成果を上げ

的に実施します

道機関等（産官

実施には民間

キ型の施策は

し、施策の効果

な数値で示され

の検証結果によ

善は円滑に進め

尻町 まち・

る施策の原

踏まえて、人

施策を展開す

、構造的な問

直接的な利益

夫が必要です

て、問題とな

分析した上で

する取組を含

に取り組むこ

境を実現する

割り」的な支

基づき実状分

きる枠組みを

更が可能であ

が反映される

げるため、ひ

す。住民代表

官学金労言）

間を含めた連

は採用せず、

果を客観的な

れ、その成果

より取組内容

められるしく

・ひと・しご

原則 

口減少の克

することが必

問題に対処し

益をもたらす

す。 

なる事象の本

で、問題とな

含んでいる必要

ことが重要で

るしくみ等も

支援ではなく

分析や将来予

を整備するこ

あり、客観的

る過程を設定す

ひとの移転・

表をはじめ、

の連携を進

連携体制の整備

明確な PDCA

な指標により

果が事後的に

容の変更や中

みであるこ

ごと創生 総合

克服と地方創

必要です。 

し、地方公共団

すとともに、公

本質的な原因や

なっている事象

要があります

です。力ある地

も含む必要があ

、利尻町の実

予測のもとに、

とが必要です

的なデータによ

することが必

しごとの創出

産業界・行政

進め、政策の効

備を図ります

Aサイクルの

検証し、必要

に検証できるよ

中止の検討が行

とが必要です

合戦略 

創生を確実に

団体・民間

公的な支援

や構造的な

象への対症

す。 

地域産業の

あります。

実態に合っ

、総合戦略

す。 

よるまちの

必要です。

出やまちづ

政・大学等

効果をより

す。 

導入や、短

要な改善等

ようになっ

行われるこ

す。 

 

に実



 

 総4.
 

古くは

産業であ

力は、獲

業を目指

加えて

済成長期

た経緯も

少子高

やすい、

支えあう

大都市部

かけがえ

こうし

図る総合

き人口減

 

 総5.
 

利尻町

町人口ビ

とする 5

利尻町

融機関、

推進を図

位に総合

その中

本的な方

し施策を

 

長
期
戦
略

利

総合戦略策

は 200 海里問

ある漁業に対

獲る漁業から

指す人材を受

て、利尻礼文

期以降、全国

もあります。

高齢化がさ

人間らしい

う関係を維持

部ではすでに

えのない財産

した観点か

合戦略の策定

減少への対策

総合戦略の

町総合戦略は

ビジョンにお

5 年間にとる

町のまちづ

労働団体、

図るために、

合戦略として

中で、戦略の

方向を掲げ、

を改訂する

長
期
戦
略

目
標
人
口

将

来

像

利尻町まち・ひと

利尻町総

策定に関わ

問題や、最近

対する逆風

ら育てる漁業

受け入れる

文サロベツ国

国に人気を博

。 

らに進むこ

い暮らしを支

持できる地

に多くが失

産であると言

ら、地方の疲

定において

策の一環で

の位置づけ

は、まち・ひ

おいて提示す

るべき人口減

くりの将来

、報道機関が

、特に優先性

て位置づけ

の組み立てで

、展望を現実

しくみを設定

図 2-

基本戦略Ａ

基本戦略Ｂ

基本戦略Ｃ

標
人

…

と・しごと創生人口

総合振興計画

わる利尻

近ではＴＰ

を受け続け

業への転換

などの動き

国立公園と

博し、カニ族

とが予想さ

支える条件

域コミュニ

われ、取り戻

言えます。

疲弊と都市

は、一自治体

あるという

け 

ひと・しご

する利尻町

減少と創生

目標実現に

が一体となっ

性の高い施策

ています。

では、利尻町

実化するた

定します。

-1 総合振興

Ａ

Ｂ

Ｃ

中
期
戦
略

ま

口ビジョン
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町の現状

Ｐ（環太平

ながら、さ

、共同化に

を起こし、

して、町内

族と呼ばれ

れる中、安

として、産

ニティを保持

戻すことの

 
の過密は表

体である利

視点が重要

と創生法（

町の将来展望

生に対する利

おいて、住

って問題意

策・事業を

 

町で暮らす

めの中期的

 

興計画と総合

プロジェク

プロジェク

プロジェク

…
…

まちづくり戦略

利尻町まち・ひ

尻町 まち・

状と視点 

平洋戦略的経

まざまな環

よる漁家経

未来に向か

に豊富にあ

た団塊の世

安定した社会

業や経済活

持していくこ

できない要

表裏一体であ

尻町として

要です。 

平成 26 年法

望に向けて、

利尻町の重点

住民をはじめ

識を共有し

抽出して体

ことに展望

な施策ごと

合戦略の関係

クト

クト

クト

施策

施策

施策

…
…

ひと・しごと創生

・ひと・しご

経済連携協定

境変化に立

経営の効率化

かって動き出

る自然環境

代の若者た

会の創生に向

活動と自然環

ことが必要で

要素が利尻町

あり、利尻町

ての頑張りが

法第 136 号）

平成 27 年度

点対策です。

め、産業界、

した上で、ス

体系化したも

を感じられ

に明確な指

係イメージ図

主な取り組み

主な取り組み

主な取り組み

主な取り組み

各課事業

…

生 総合戦略

ごと創生 総合

定）交渉など

立ち向ってき

化、町外や島

出しています

境は観光資源

たちが大挙を

向けて、子ど

環境のバラン

です。このよ

町には残って

町の良さを生

が、国として

）第 10 条に

度（2015 年

 

行政機関、

スピード感を

ものを、総合

れるまちづく

指標を設け、

図 

み

み

み

み
実
施
計
画

合戦略 

ど、地域の基

きた利尻町の

島外から新規

す。 
源として高度

をなして来訪

どもを産み育

ンスや、互い

ような観点で

ており、それ

生かした創生

て立ち向かう

に基づき、利

年度）を初年

教育機関、

を伴った取組

合振興計画の

りに向けた

達成度を検

予

算

化

事業

事業

事業

事業

事業

 

基幹

の底

規就

度経

訪し

育て

いに

で、

れは

生を

うべ

利尻

年度

金

組の

の下

た基

検証

 



 

 総6.
 

利尻町

向け、計

このよ

画、Ｄ

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

本戦略

として掲

いて必要

れるよう

事業評

にもたら

Actio
改善

総合戦略の

町総合戦略の

計画策定か

ような一連の

：Do＝実施、

図 2-2  P

略で掲げた各

掲げる効果達

要に応じ施策

う計画の過程

評価に用いる

らされた効果

on 
善 

の計画期間

の計画期間

ら実施、実

の循環は、事

、Ｃ：Check

PDCA サイクル

各施策の進捗

達成の状況

策の見直し

程を管理し

る重要業績評

果や便益（

Plan 
計画策定

検証 
Check 

間と進捗

は、平成 27

施状況の検

事業管理に

k＝検証、Ａ

ルのイメージ

捗管理は、努

を重要業績

を行い、最終

ます。 

評価指標（

アウトカム
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管理 

7 年度から平

検証とそれに

おける一般

Ａ：Action＝

ジ図 

努力目標と

績評価指標（

終年度であ

ＫＰＩ）は

）に関する

Do 
実施 

尻町 まち・

平成 31 年度

によるその後

般的な手法と

＝改善）と呼

図 2-3

しての事業

（ＫＰＩ）に

る５年後、

、施策の事

数値目標と

成

アウ

・ひと・しご

度までの５年

後に向けた取

して PDCA

呼ばれていま

 

アウトプッ

業量を一定の

によって検証

人口ビジョ

事業量ではな

することを

アウ
施策

イ

予算・人

ア
成果によって生

イ
ウトプットの活用

業

住民・地

住民・地域

ごと創生 総合

年間であり、

取組の見直し

サイクル

ます（図 2-

ットとアウト

の目安としつ

証します。検

ンに掲げた

なく、その結

を基本としま

ウトプット 
策の事業量 

インプット 

人員・施設など

アウトカム 
生まれた効果

インパクト 
用が地域に及

業務の実施 

地域への波及

域による活用

合戦略 

目標の実現

しを行います

（Ｐ：Plan＝

-2）。 

トカムの違い

つつ、施策目

検証の結果を

た目標が達成

結果として住

ます（図 2-3

ど 

果・便益

及ぼす影響 

及 

用 

 

現に

す。 

＝計

 
い 

 

目標

を用

成さ

住民

3）。 
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  III. 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 総合

施策の

合戦略

の基本

略の目標

本的方

55

標達成

向およ

成に向け

よび重

けた 

要評価価指標標の設定定 
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 総合III.

 
利尻町

住みたい

ていくこ

一方で

な影響を

への取組

今まさ

ほしい、

いという

えます。

同時に

経済活動

量的側面

つまり

あるとい
 
 
 
 
 

 
大都市

成 17 年

人材が地

ています

 

図 3-2

多

量

合戦略の

町総合戦略は

い」というま

ことが目的で

で、人口ビジ

を与えるため

組は長期間を

さにここにあ

あるいは、

う人々の願い

 
に、そうした

動が求められ

面も欠かせま

り、質的な豊

いう視点に基

市部には、仕

年は約 2割）

地域おこし協

す。 

2 都市住民

（平成

【2

【3

【4

【5

【6

【7

（平成1

あ

多様な施策の
人口減少

量的な豊かさ

の目標達成

は、地方か

まちであり続

です。 
ジョンで示

め、地域が一

を要し、ま

ある危機を打

、いつまでも

いを充足す

た充足感が得
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た解決手法
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ることは、生
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た施策およ

部への人口流

に、個性的

、今後予想

て対策を講

法の選択肢も

めに、利尻

、長くいき

生活の質を維

めには、基本

に住みたい

は表裏一体

おける施策

 

利尻町の創生
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でもこのまちに
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な豊かさ＝十

合戦略 
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の暮らしに大

た構造的な課
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て最期を迎え

条件であると

備を維持でき

口の拡充を図

き地域の課題

う調査結果

取り組みた

する人材も現
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に住みたい
の暮らし 

十分条件 

 

ちに

生し

大き

課題

って

えた

と言

きる

図る

題で

（平

たい

現れ

 



 

 

利尻町

H21～5 年

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに
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光業の売

20％程度

 

利尻町
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道全体の

このこ

準に近づ

 

 

町において漁

年平均）。 

に、利尻町は

んで、季節労

業・飲食サー

の観光業事業

売上金額はお

度となります

町の観光業

の観光業の売

の 30.79％、

ことから、本

づける取り組

表

事業所数
従業者数
売上金額
1事業所当
1事業所当
従業者1人

漁業は基幹産

（「

は利尻礼文サ

労働も含め

ービス業を観

業者数は 33

およそ 3億

す。 

（宿泊業・飲

売上金額は北

従業者 1人

本町における

組みが、利尻

表 3-3 宿泊業

事業所数
従業者数
売上金額
1事業所
1事業所
従業者1

項　目

数（戸）
数（人）
額（千円）
当たり従業
当たり売上
人当たり売

産業であり

表 3-

宗谷の水産（宗

サロベツ国立

た就労機会

観光業の主な

3戸で、その

1 千万円で

表 3-2 宿

飲食サービス

北海道の 0.

人当たり売上

る従業者 1人

尻町観光業

業･飲食サー

項
数（戸）
数（人）
額（千円）

所当たり従
所当たり売
1人当たり

目

業者数（人）
上金額（千円
売上金額（千

年

H21
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H23
H24
H25
Ave
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、生産高は

-1 利尻町漁

宗谷総合振興局産

立公園をは

の創出に付

な事業所と

の従業者数は

、平成 24 年

宿泊業･飲食サ

ス業）につい

04％ですが

上金額は約

人当たり売

のさらなる

ービス業の概

目

業者数（人
上金額（千
売上金額

利

円）
千円）

数量
(㌧)
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1,675
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1,226
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尻町 まち・

はおよそ 13 億

漁業生産高

産業振興部水産
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した場合、平

は 91 人とな
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出典：平
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売上や 1事業
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千円）
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利尻町
①
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金額
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・ひと・しご
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た自然の素晴
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平成 24 年の

っています

産高（表 3-
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②
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ごと創生 総合

となってい
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①/②

22 0.
00 0.
00 0.
.4 43.
20 30.
90 70.

合戦略 

ます（表 3-

活かし、観光
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経済センサ
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業所当たり売

る卸売業・小

円/人回、日
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事業所数は

る消費を除い

北海道全体

売上金額の北

小売業の売上
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表 3-6）。 
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76,825
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宿泊
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23,606
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道

大分類には

が、表 3-4

56 戸で、売

いた一部が

表 3-4

における観

北海道に対

上を推計す

804 円/人回

表

表 3-6 利尻
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項
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額（千円）

所当たり従
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、観光業に

に示した平

売上金額はお

観光業の売

卸売業・小

観光消費額単

対する利尻町

ると、平成
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3-5 観光消

（「全国観光入込

尻町の観光消
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目
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上金額（千
売上金額
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出典：平
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消費額の推移

る地域経済の

異なる賑わい

から、利尻町

起することに

経済のけん引

ば、新たな観

や食に関わる

あると考え

考えられます

に、新たな宿

利活用する施

ちなみを整え

な施策分野間

されます（図

図 3-8 

空家の

産業従事

高齢化・

地域コミ

ティの

移は減少傾

の活性化を推

いを盛り上

図 3

町の重要な産

によって雇用

引力を高め

観光の潮流

る観光要素

られ、その観

す。 

宿泊施設とし

施策は移住促

える景観対策

間の柔軟な連

図 3-8）。 

人口減少に

 

増加 

事者の 

・不足 

ミュニ

停滞

向にありま

推し進める

げるチャン

3-7 利尻町

産業のひとつ

用創出に結

る可能性が

として注目

の開発は、地

観点から、観

して着目され

促進や観光

策、防犯・防災

連携によっ

よる地域の

防災・防

リスク増

産業活動

在宅生活

不安

利尻
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すが（図 3-

新しい観光

スが訪れて

における観光

つとして観

結び付けなが

あると考え

されている

地域に根差

観光振興と漁

れている民

促進、高齢化

災効果によ

て、地域住

問題・課題

犯上の 

増大 

の停滞 

活の 

安

尻町 まち・

-7）、インバ

光潮流を捉え

ていると言え

光消費額（推

観光業を捉え

がら、今後さ

えられます。

ニューツー

した基盤産

漁業振興の

泊の整備に

化が進む漁

って地域コ

民の生活の

と施策分野の

例２）民

例１）

・ひと・しご

バウンド振興

える取組によ

えます。 

推計）の推移

え、多様な観

らに観光関

 

ーリズムの促

業である漁

有機的な連

おいて増加

業への新規

ミュニティ

質を底上げ

の連携による

民泊・移住お試
（観光交流・

例３）地域
（安全安心な

雇用促進住宅
（産業振興・

ごと創生 総合

興など、国を

よって、離島

移 

観光要素を開

関連による売

促進において

漁業と観光分

連携が双方の

加傾向にある

規就業者に向

の停滞を抑

げする効果を

る解決手法の

試し住宅・交
・移住促進）

域サロン 
な暮らし） 

宅・新規就業
・移住促進）

合戦略 

を挙げて観光

島観光ブーム

開発し、観光

売り上げを伸

て、体験型プ

分野の連携は

の活性化をも

る空家等の建

向けた居住対

抑止するなど

を生み出すこ

の事例 

（
例
）
空
家
の
利
活
用
と

交流促進
 

業促進 
 

 

光産

ム当

光消

伸ば

プロ

は不

もた

建築

対策

ど、

こと

 
 

 

し
く
み
づ
く
り 

（
例
）
空
家
の
利
活
用
と



 

 
利尻町

わって、

人口減少

５つの

域自立促

げ、戦略

基本目

ない多様

とが求め

 

1.

2.

3.

4.

5.

 
 

 

町総合戦略で

、しごとをつ

少対策や利尻

の基本目標ご

促進計画との

略達成の検証

目標は、地域

様な連携を図

められます

  まちに安

  まちに新

  若い世代

  安心なく

  地域の明

では、このま

つくり、し

尻町の創生

ごとに現状

の関連性や整

証を行いな

域の優位点を

図りながら、

（図 3-9）。

表

基

安定した仕事

新しい人の流

代の結婚・出

くらしと健康

明日を拓く人

図 3-9 利

まちで生まれ

ごとがひと

に向け５つ

と背景を踏

整合性から

がら進めま

を活かした課

、先に述べた

 

表 3-9 利尻

基本目標 

事を創出す

流れをつく

出産・子育

康な生活を実

人を育む 

尻町 総合

利尻
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れた町民に

を呼び、ひ

に分類した

踏まえて設定

具体的な施

す。 
課題解決や

たような各施

町 総合戦略

る 

る 

ての希望を

実現する 

戦略におけ

尻町 まち・

、移住によ

ひとがしごと

た基本的目標

定した基本的

施策を講じ、

や各分野の効

施策間の相

略における基

かなえる

る施策群とそ

・ひと・しご

ってあらた

とを呼び込む

標を掲げます

的方向に即し

各々の達成

効果に加え、

乗効果を発

基本目標 

施

地域産業・

移住・定住

出産・子育

医療・福祉

生涯学習・

その連携イメ

ごと創生 総合

たな町民とな

む好循環の確

す（表 3-9）。

し、総合振興

成を評価する

分野間にお

発揮できるよ

施策分野 

・経済・雇用

住・交流 

育て 

祉・安心 

・教育 

メージ 

合戦略 

なったひとが

確立を目指

。 

興計画や過疎

る数値目標を

おいて切れ目

よう取り組む

用 

 

 

が加

し、

疎地

を掲

目の

むこ



 

 ま1.

現状と

①漁業

200 海

加えて

戦略的

な状況

本町

磯付漁

準から

態であ

最も緊

天然

海況の

ら、安

さらに

ます。

一方

上によ

減少傾

後継者

もに、

ナマ

げされ

放流を

放流場

制限、

アワ

ついて

魚類

少の傾

あるこ

業を実

漁業

幹産業

安定し

町内漁

修等の

成果が

しか

源の斃

まちに安定

と課題 

業 
海里時代に

て国連海洋法

的経済連携協

況にあります

町の漁業は、

漁業と養殖コ

ら見ても極め

あることから

緊急の課題と

然コンブにつ

の変化による

安定した生産

には水産基盤

 
方、コンブ養

より安定生産

傾向にあり、

者に対する支

事業の共同

マコについて

れ、将来的に

を実施し、現

場所の底質基

操業期間の

ワビについて

ている状況に

類については

傾向にあり、

ことから、漁

実施するなど

業従事者につ

業である漁業

した漁種への

漁業後継者に

のほか、着業

が表れ始めて

かしながら、

斃死・漁業施

定した仕事

に移行して以

法条約の発効

協定）への参

す。 
漁船漁業が

コンブ漁業主

めて厳しい漁

ら、その生産

となっていま

ついては、一

る雑海藻の勢

産を図るため

盤整備事業に

養殖について

産が見込める

このままで

支援制度、更

同化など経営

ては、近年、

に見て資源の

現在は 15 万個

基盤整備を実

のルールを徹

ては、毎年種

にあり、今後

は、回遊資源

更には、輸

漁族資源の棲

ど資源の増大

ついては、高

業の後継者育

の就業促進が

に加えて、漁

業後のさまざ

ています。 
自然環境の

施設の破損を

事を創出

以来、漁船漁

効、漁獲可能

参加など、新

が主体であっ

主体の漁業形

漁家経営が強

産の大部分を

ます。 
一時の磯焼け

勢力が拡大傾

め、駆除船に

による増殖場

ては、着業者

る体制になり

ではリシリコ

更には国が行

営形態の見直

中国市場の

の枯渇が懸念

個の生産体制

実施し、資源

徹底させ、資

種苗放流事業

後においても

源の減少や底

輸入の増大に

棲息場や産卵

大と保護に努

高齢化と漁業

育成と人口減

が求められて

漁業就業希望

ざまな支援事

の変化による

を要因とする

利尻
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する 

漁業は操業海

能量制度（タ

新しい国際漁

った漁業形態

形態に変化し

強いられてい

を占めている

け状態にはな

傾向にあり、

による雑海藻

場造成事業も

者の施設管理

りましたが、

コンブ全体の

行う漁業研修

直しを含めた

の需要の伸び

念されること

制を目指し

源確保を図り

資源の維持に

業を実施して

も放流事業を

底曳き漁船の

に伴う価格の

卵場の保護・

努めており、

業後継者の不

減少抑制策は

ています。こ

望者を島内、

事業を行って

る夏期の高水

る漁獲の低迷

尻町 まち・

海域の制約を

タック制度）

漁業ルールの

態も水揚げ不

し、いずれも

います。特に

るコンブ、ウ

ないものの、

天然コンブ

藻駆除など底

も計画的に行

理や生育管理

労働力不足

の生産量にも

修制度を活用

た対策を講ず

びから価格が

とから、平成

ています。

り、ナマコの

に努める必要

ており、近年

を継続し、資

の無秩序な沿

の低迷により

・造成、漁場

今後も事業

不足が深刻な

は密接に結び

このため、国

道内のみな

ており、若年

水温や頻発す

迷を引き起こ

・ひと・しご

をはじめ、水

の施行、更

の導入により

不振と高齢化

も小規模経営

に磯付漁業を

ウニの資源回

近年、水温

ブの生産量が

底質改良の増

行い、コンブ

理、引揚げ等

足や高齢化の

も影響が懸念

用し、漁業生

ずる必要があ

が高騰し、年

成 19 年度よ

また、適正

の採取につい

要があります

年では、少な

資源回復に努

沿岸操業など

り、沿岸漁業

場の環境保全

業の推進を図

な問題となっ

びついてお

国・北海道・

ならず全国か

年層の着業者

する自然災害

こしているこ

ごと創生 総合

水産物の輸入

更にはＴＰ

り漁家経営は

化、人口の

営の漁家で

を主流として

回復と増産を

温の上昇や貧

が減少傾向に

増産対策事

ブ資源の増大

等の省力化な

の進行によ

念されるこ

生産力の強化

あります。

年間 90 トン

より人工採苗

正放流場所の

いては、漁獲

す。 

ないながらも

努める必要

どにより年々

業は極めて厳

全のため大型

図る必要が

っている一方

り、地域振興

漁業協同組

から募集し、

者が増えつつ

害等の影響に

ことから、漁

合戦略 

入量の増大、

Ｐ（環太平洋

はまさに深刻

減少に伴い

あり、所得水

ている漁業形

を図ること

貧栄養塩な

にあること

業を実施し

大を図ってい

など技術の

り、着業者

とから、漁業

化を図ると

ン程度が水揚

苗による種苗

の把握に努め

獲制限や重量

も生産に結び

があります

々漁獲量が減

厳しい状況

型魚礁設置事

あります。

方、本町の基

興の観点か

組合と連携し

、漁業体験研

つあり事業

による漁業資

漁獲を安定

 

、

洋

刻

い、

水

形

は

ど

か

し、

い

向

が

業

と

揚

苗

め、

量

び

す。

減

に

事

 
基

ら

し、

研

の

資

さ



 

せ漁業

の向上

また

の経営

加工・

産業と

②観光

利尻

ていま

一方

域内で

ます。

3 割程度

約７割

成長す

この

業連携

繋がる

その

として

めた地

また

ングに

また

安定を

利尻

然保護

ートの

推進す

③農業

本町

おり、

高齢化

牧草

より現

今後

培研究

④林業

本町

と民有

一方

業所得の向上

上を図ること

た、漁家経営

営状況の把握

開発、販路

の関連を推

光業 

尻島の観光入

ます。 

方で、観光産

での生産物が

現状では、

度にとどま

割に匹敵する

する伸び代が

の点から、多

携を図り利尻

効果的な取

の取組におい

て、地域の生

地域全体が連

た、近年イン

に対応し、Ｉ

た、町営宿泊

を図るための

尻島観光で欠

護に対する地

の重要地点と

する必要があ

業 

町における農

畑について

化が進み、現

草地について

現在は未利用

後は、町内自

究等を進め、

業 

町の森林面積

有林 650ha で

方、木材の工

上を図ること

とが喫緊の課

営の近代化の

握と経費節減

路の開拓・拡

推進し、漁家

入込客数は、

産業は、漁業

が特産品や土

利尻町の宿

っています

る売り上げ額

があると考え

多様化する観

尻ならではの

取組を実施す

いては、観光

生活文化を活

連携し、相乗

ンターネット

ＣＴを活用

泊施設や保養

の施設改修が

欠かすことの

地域住民の意

として、町民

あります。 

農地面積は、

ては自家菜園

現在ではほと

ては、かつて

用、未整備の

給や高齢者

未利用地の

積は 6,178ha

であり、うち

工業利用が全

と、また、漁

課題です。

のため、装備

減等の努力に

拡大と物流の

家所得の向上

平成 15 年

業、商業、宿

土産品として

宿泊業・サー

すが（平成 2

額となってお

えられます。

観光ニーズを

の旅行メニュ

する必要があ

光客などの島

活かした観光

乗効果を図る

トやスマート

用した効果的

養施設の老朽

が必要になっ

のできない自

意識の高揚を

民と関係団体

全体で 143

園用畑が主体

とんどの農用

ては乳用牛を

の状態にあり

者がかかわる

の将来的な利

a で、土地面

ち、町有林は

全く無いほか

利尻
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漁業者数の維

備、施設の整

によって経営

の改善のため

上を図ること

年度をピーク

宿泊業など様

て観光消費

ービス業の事

24 年経済セ

おり、観光消

 

を的確に捉え

ューの開発を

あります 

島外消費者向

光コンテンツ

る必要があり

トフォンの普

的な情報提供

朽化が進んで

っています。

自然環境も決

を図るととも

体、漁協、民

3ha を有し、

体で、その経

用地が未使用

を主体とした

ります。 

る菜園等の整

利活用が必要

面積の 80.

は 500ha とな

か、一般家庭

尻町 まち・

維持と漁船漁

整備、水産金

営改善を図る

めの支援のほ

とも重要です

クに減少に転

様々な地域産

費されること

事業所 1 カ所

ンサス）、こ

消費額の増額

え地域一体と

を行い、滞在

向けの地域独

ツの構築では

ります。 

普及により、

供が必要とな

でいることか

 

決して良い保

もに、自然保

民間企業等が

その内訳は

経営は漁家中

用となってい

た酪農が行わ

整備を検討し

要と考えられ

8％を占めて

なっています

庭による利用

・ひと・しご

漁業経営体を

金融の充実等

る必要があ

ほか、観光漁

す。 

転じ、観光産

産業を基とし

が地域経済

所あたりの売

これによる試

額によって漁

となったおも

在時間の延長

独自の特色あ

は、観光関連

個人旅行や

なっています

から、利用者

保全状態とは

保護と環境整

が一体となり

は、畑 113ha

中心の兼業農

います。 

われていまし

しながら、本

れます。 

ており，その

す。 

用も減少し、

ごと創生 総合

を増加させ、

等の施策に併

ります。さ

漁業、体験漁

産業に大きな

して成り立っ

済に大きな貢

売上額は北海

試算では、漁

漁業に肩を並

もてなし向上

長を促し消費

ある産品の開

連事業者と地

や自宅での旅

す。 

者ニーズに沿

は言えない

整備を基本に

り、強力な利

a、牧草地 3

農家がほと

したが、酪農

本町に適した

の内訳は国有

、除間伐材や

合戦略 

、漁業生産力

併せて漁業者

らに新製品

漁業など観光

な影響を与

っており、地

貢献をしてい

海道水準の約

漁業生産高

並べる産業

上に努め、産

費単価向上

開発をはじ

地場産業を含

旅行プラン

沿い、経営

ことから、

に広域観光ル

利尻島観光

0ha となっ

んどであり

農家の廃業

た野菜等の栽

有林 5,528h

や風倒木な

 

力

者

の

光

え

地

い

約

の

に

産

に

め

含

ニ

の

自

ル

を

て

、

に

栽

ha

ど



 

の森林

しか

豊かな

ること

また

く、荒

用を図

林事業

さら

保護管

う児童

におけ

のもと

⑤商工

本町

ている

加え

ーネッ

空き店

役割を

建設

分野進

観光拠

れてい
 

漁業着

新規創
 
施策の

（１）

・養殖

に特

・漁船

げに

・依存

（２）

・漁業

業者

（３）

・ふる

林資源が有効

かし、森林は

な自然は、保

から、長期

た、近年森林

荒廃した地域

図るため、国

業と除間伐等

らに、本町に

管理が難しく

童・生徒に加

ける観光振興

に広く林業

工業 
町は離島とい

ため販売価

えて、少子高

ットの普及等

店舗の数が増

を担っていま

設業について

進出の促進を

拠点や滞在・

います。 

数値

着業者数 

創業・誘致企

の基本的方

漁業生産力

殖コンブ漁業

特化した漁業

船漁業につい

に繋げるほか

存度の高い磯

漁業におけ

業就業者の確

者フェアに積

漁業をはじ

さと納税制

効利用されて

は、素材生産

保健休養の場

期的な整備計

林の樹齢が老

域の永久的対

国有林、町有

等の保育事業

には沓形・仙

なってきて

加え、移住希

興との施策連

業に携わる人

いう地理的条

価格を引上げ

高齢化、人口

等により、商

増えている中

ます。 
ても、公共事

を図るととも

居住インフ

目標 

企業数 

向 

力と漁業所得

業については

業就業者の確

いては町独自

か、優良な広

磯付漁業は、

ける新規就業

確保について

積極的に参加

じめとした地

制度の活用に

ていない状況

産のほかに国

場の提供、町

計画が必要で

老齢化してい

対策として自

有林とも長期

業を推進しま

仙法志両森林

ており、今後

希望者等を対

連携を図りつ

人材の育成を

条件の中で、

げ、これが消

口の減少、大

商業環境は厳

中、地域経済

事業の削減に

もに、港湾・

フラ整備にお

得の向上 

は養殖技術の

確保事業に対

自で漁船等の

広域魚場の整

冬期間の所

業支援および

ては、現在、

加することに

地域産業の連

により付加価

利尻
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況にあります

国土の保全、

町民の福祉向

です。 

いるため強風

自然環境や国

期的計画に基

ます。 

林愛護組合の

後は、町民全

対象として、

つつ、森林の

を図ることが

生活必需品

消費者物価に

大型店やコン

厳しい状況に

済の活性化に

により経営不

・恵まれた地

おいて、あら

基準

Ｈ26   

の伝達・若手

対する支援を

の整備に関す

整備を継続

所得向上に繋

び後継者育成

国・北海道

により島外か

連携強化によ

価値と域内調

尻町 まち・

す。 

水源の涵養

向上と水産資

風時には、風

国土の保全、

基づき、新規

の二つの組合

全体の森林保

森林の多面

の保護・保全

が肝要です。

品や産業資材

に大きな影響

ンビニエンス

にあり、後継

において観光

不振が続いる

地域資源を活

らたな観光を

準値 

259 人 

手育成が急務

を行います。

する支援を行

し回遊資源

繋げる新たな

成 
道・漁業協同

からの漁業就

よる地域産業

調達率の向上

・ひと・しご

養等の公益的

資源の生息環

風倒木等の災

水源の涵養

規の造林地を

合において組

保全意識の高

面的な価値を

全思想の普及

 

材の輸送のほ

響を与えてい

スストアの進

継者不足や高

光客の消費を

る中、建設業

活用し、景勝

を支える役割

（

３件

務であること

。 

行い、経営体

の早期回復

な取組に対す

同組合と連携

就業者を増大

業振興 
上を図り漁業

ごと創生 総合

的な機能を有

環境に大き

災害が頻発

養等、森林公

を確保しつつ

組合員の高齢

高揚と、特に

を広める森林

及に努め、長

ほとんどを船

います。 
進出、通信販

高齢化による

を促す機能

業の経営体質

勝地等の再整

割を果たす

目標値

Ｈ31  26

着業者数の

件（Ｈ27～

とから、養殖

体を増大させ

を目指しま

する支援を

携し実施して

大させる。 

業をはじめ

合戦略 

有し、さら

く貢献してい

し被害も大

公益機能の活

つ継続的な造

齢化等によ

に次世代を担

林整備体験等

長期的な視点

船舶に依存

販売やイン

る廃業者及び

として重要

質の強化や新

整備や新た

ことが求め

値 

60 人 

の維持） 

～Ｈ31） 

殖コンブ漁業

せ漁獲の底上

す。 

行います。

ている漁業就

とした地域産

 

に

い

き

活

造

り

担

等

点

し

タ

び

な

新

な

ら

業

上

 

就

産



 

業の

（４）

・町内

（５）

・木材
 
施策 

 
◆漁業

 漁

つ

港

し

Ｋ
Ｐ
Ｉ

養

漁

共

実施予

◆養殖

上 
・共同

・共同

・利尻

・品質

・共同

・若手

◆漁船

・漁船

・優良

◆磯付

・雑海

・エゾ

除 

・投石

◆新規

・漁港
                   

の連携による

新規就農の

内農業経営に

木質バイオ

材の地元消費

業生産力・漁

漁獲における

つなげる取組

港湾・漁港・

します。 
養殖コンブ着

漁船漁業漁船

共同経営体 0

予定事業 

殖コンブ漁業

同養殖コンブ

同乾燥施設整

尻島の自然環

質向上に向け

同経営体の構

手着業者に対

船漁業の増大

船等購入の際

良漁場である

付漁業資源管

海藻の駆除及

ゾバフンウニ

石等による優

規魚種・未活

港等を活用し

る地域経済の

の促進 

による農産物

オマスエネル

費に向けた取

漁業所得の

る高付加価値

組促進による

海岸保全施

着業者数 2

船数 31 隻

0 件（Ｈ2

業の共同経営

ブ施設の設置

整備に向けた

環境を活用し

けた技術開発

構築、新規就

対する技術指

大に向けた取

際の助成 
る利尻根周辺

管理・積極的

及び底質の改

ニ・マナマコ

優良漁場の拡

活用資源の効

し新規養殖漁

の振興を目指

物の生産を図

ルギーの有効

取組、木材の

の向上 

値化、未利用

る所得安定を

施設整備の継

25 人（Ｈ2

（H26）

6） 

営による経費

置支援 
た調査・研究

した共同干場

発支援 
就業者の育成

指導と着業時

取組の実施

辺の漁場整備

的な種苗放流

改善 

コ・エゾアワ

拡大 

効率的活用及

漁業に向けた

利尻
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指します。

図ります。

効活用調査

のエネルギー

用資源の利活

を目指します

継続的な実施

26） 

費の削減及

究 
場等の整備支

成・技術指導

時及び着業後

備の継続 
流等実施及び

ワビ等の種

及び新規養殖

た試験事業実

尻町 まち・

ー有効活用に

活用を進め

す。 
施を行い、漁

び漁業所得

支援 

導支援 
後の支援 

び漁場整備事

苗放流と害

殖事業支援

実施の支援

・ひと・しご

に向けた取組

、「育てる漁

漁船漁業者の

30 人

35 隻

2 件

事業

得の向  

 

年 2

Ｈ26

隻 

 

事業 

害敵駆

漁業

持 

新規

ごと創生 総合

組の実現を

漁業」を「売

の安全性や利

人（H31）

隻 

件（H31） 

業目標 

回技術指導

6 31 隻 ⇒

業資源の管理

規養殖漁業 1

合戦略 

目指します

売る漁業」

利便性を確保

 

導 

⇒ Ｈ31 3

理と生産量維

1種増 

 

す。

に

保

35

維



 

 
◆漁業

 漁

携

Ｋ
Ｐ
Ｉ 

新

Ｉ

実施予

◆町内

◆Ｉタ

支援

◆Iター

◆漁業

◆各イ

 
◆漁業

 漁

た

Ｋ
Ｐ
Ｉ 

【

養

漁

共

実施予

◆利尻

・利尻

・若年

・販売
                                      

業着業者数の

漁業後継者の

携を進め、移

新規学卒・転

ターン者

予定事業 

内新規学卒者

ーン者・Ｕ

援 

ーン者等の

業就業者支援

ベント等で

業をはじめ

漁獲における

た若者を中心

【再掲】 

養殖コンブ着

漁船漁業漁船

共同経営体 0

予定事業 

尻ブランド活

尻ブランドの

年層漁業者を

売拡大に向け

の維持 

の育成を地域

移住策と連動

転職着業者

・Ｕターン

者への報償金

ターン者等

漁業者住宅

援事業参加と

で利尻町の漁

とした地域

る高付加価値

心とした組織

着業者数 2

船数 31 隻

0 件（Ｈ2

活用事業支援

の付加価値商

を中心とした

けての組織づ

域全体で展開

動した漁業に

者 

ン者の新規着

金増額 

等島外からの

宅環境整備の

と担い手確保

漁業の魅力Ｐ

域産業の連携

値化につなげ

織作りを支援

25 人（Ｈ2

（H26）

6） 

援 
商品開発や販

たインターネ

づくりに対す

利尻
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開していく上

における新規

着業者 

の担い手確保

の実施 

保に向けた新

ＰＲ 

携強化によ

げる産業連携

援します。

26） 

販売方法検討

ネット等によ

する支援 

尻町 まち・

上で、漁協、

規就業の促進

保と着業後漁

新たな体制整

よる地域産

携を進め、商

討 

よる商品Ｐ

・ひと・しご

漁業者、さ

進を図ります

1

2

事

 

漁業指導  

5

整備  

 

業活性化 

商品づくりや

【再

30 人

35 隻

2 件

事業

Ｒ 

若年

ごと創生 総合

さらには関連

す。 
10 人（Ｈ2

20 人（Ｈ2

事業目標 

5 件（H27～3

や販売方法の

再掲】 

人（H31）

隻 

件（H31） 

業目標 

年層漁業者Ｐ

合戦略 

連分野との連

27～Ｈ31）

27～Ｈ31）

31） 

の検討に向

 

ＰＲ組織設立

 

連

）

）

け

立 



 

 
◆創業

 次

ン

Ｋ
Ｐ
Ｉ 

企

企

実施予

◆商工

・ふる

・商工

・地域

・プレ

・商店

◆企業

・新規

・産業

・事業

◆中小

・中小
 
◆新規

 未

産

の

Ｋ
Ｐ
Ｉ

新

実施予

◆新規

・移住
 
◆木質

 林

広

を

活

Ｋ
Ｐ
Ｉ 

公

実施予

◆公共

事業

業・企業誘致

次世代の担い

ンドの構築、

企業間連携等

企業誘致・創

予定事業 

工業活性化事

さと納税を

工業後継者育

域活性化に繋

レミアム商品

店街を牽引す

業誘致創業支

規創業者にお

業連携による

業活動支援、

小企業融資事

小企業に対す

規就農の促進

未利用農用地

産品づくりに

の担い手を募

新規就業に向

予定事業 

規就農促進調

相談者に対

質バイオマス

林業生産のみ

広く環境保全

を踏まえなが

活用に向けた

公共施設等に

予定事業 

共施設等にお

業 

致の推進、

い手確保・育

地産地消の

等による地

創業支援に

事業（商工業

を活用した消

育成支援 
繋がる取組団

品券の発行支

する商工会へ

支援事業（企

おける地域紹

る商品開発へ

事業振興奨

事業（町内事

する個々の融

進 

地及び優良未

に向けた施設

募り農業の定

向けた栽培

調査事業 
対する新規就

スエネルギ

みならず、生

全に関わる森

がら、頻発す

た環境整備と

における木

おける木質バ

新たな産業

育成を図り、

の普及を目的

地場産品等の

による創業事

業の活性化に

消費・販路拡

団体への助成

支援 
への支援 
企業立地及び

紹介 

への支援 

奨励補助金

事業者の安定

融資利子補給

未整備地を活

設整備及び技

定着を目指し

培方法の調査

就農に関わる

ギーの有効活

生物多様性や

森林の多様な

する災害時の

と、森林づく

木質バイオマ

バイオマスエ

利尻
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業の創出

新たな地場

的とし魅力あ

の商品開発

事業者数

に向けた取組

拡大、商店連

成 

び新たな産業

定経営支援）

給による支援

活用し農業

技術開発を目

します。 
査・研究

る情報提供な

活用 

や水源涵養機

な機能に集ま

のエネルギー

くり担う若い

マスエネル

エネルギーの

尻町 まち・

場産物の生産

ある商工を推

発数 

組支援） 
連携、経営安

業創出に向け

 

援 

経営に向け

目指すととも

ならび体験プ

機能のほか、

まる関心に対

ー供給も含め

い人材の確保

ルギー活用調

の活用に向け

・ひと・しご

産、品質向上

推進します 

安定 

けた取組） 

けた整備や新

もに、町内の

プログラム実

保健・レク

対して、造林

め、木材のエ

保及び育成を

調査 

けた調査・検

ごと創生 総合

上、流通革新

３件(H3

３件(H3

事業目標

企業間連

地場産品

発数３件

新たに創

者数３件

融資活用

１０件(H

新たな技術を

のみならず全

１件 

事業

実施 
栽培方

クリエーショ

林業との役割

エネルギー

を目指す。 
1 件 

事業

検討  

合戦略 

新、地域ブ

31) 

31) 

標 

連携等によ

品等の商品

(H31) 

業した事業

(H31) 

事業者数 

31) 

を活用した農

全国から農業

目標 

方法の調査

ョン機能など

割分担と連携

としての有効

目標 

 

ラ

る

開

業

農

業

ど、

携

効



 

 ま2.

現状と

地域

れる側

を背景

る人々

います

こう

離島で

習活動

一方

し、消

フラの
 

観光客

移住者
 
施策の

（１）

地域一

ピート

光振興

（２）

行政と
 
施策 

 
◆観光

 新

し

Ｋ
Ｐ
Ｉ

町

観

実施予

◆「神

・展望

・各種

・リゾ

◆仙法

・磯観

・稚内

まちに新し

と課題 

域の活力は、

側面がありま

景に、首都圏

の希求が幅

す。 
した流れを

である本町の

動や交流事業

方で、季節に

消費力の向上

の整備が課題

数値

客入込数 

者数 

の基本的方

「島でゆっく

一体となった

率向上を目

興から観光地

利尻におけ

町民の協働

光資源の開発

新たな観光ニ

します。 
町内宿泊客延

観光地点（仙

予定事業 

神居海岸パー

望施設、遊歩

種体験メニュ

ゾートバイト

法志御崎公園

観察場アザラ

内ノシャップ

しい人の流

地域間、都

ます。大きな

圏の多くで失

幅広い年代に

を的確に捉え

の特性を生か

業の招致など

によって住む

上に繋がる新

題となってい

目標 

向 

くり島専科」

たおもてなし

目指します。

地域づくりへ

ける人口減少

働による安心

発・活用 

ニーズに応え

延べ数 

仙法志御崎

ーク」整備事

歩道、駐車場

ュー運営支援

ト活用による

園自然水族館

ラシ展示施設

プ水族館との

流れをつ

都市と農漁村

な自然災害や

失われた穏や

に広がってお

え、豊かな自

かした情報発

どを促進する

む場所を替え

新たな人の流

います。 

 

」を合言葉に

しから滞在時

また、点か

への転換を目

少対策として

心して住み続

えるため産業

崎公園）観光

事業（資源蘇

場の環境整備

援 
る短期お試し

館整備事業

設の整備 
の飼育連携

利尻
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くる 

村間、国際間

や気候変動、

やかな生活環

おり、あらた

自然環境や特

発信を行い、

ることが求め

える二地域居

流れを受け入

基準

139,900 人

に産業連携

時間の延長と

から面への地

目指します。

て、町内への

続けられる活

業連携を図

光客入込数

蘇生型体験観

備 

し生活の移住

（観光景勝地

尻町 まち・

間な多様な形

国際情勢に

環境や地域コ

たな居住地を

特色のある歴

さらに、国

められていま

居住や、中長

入れるための

準値 

人（H26）

と利尻なら

と満足度向上

地域ぐるみで

 
の定住施策、

活力のあるま

り地域資源

数 

観光交流事業

住体験 
地改修） 

・ひと・しご

形の交流の活

に影響された

コミュニティ

を地方に求め

歴史、主産業

国内・国際交

ます。 
長期滞在など

の、柔軟な宿

20

20 名

ではの旅行

上を目指し、

での受け入れ

、町外からの

まちづくりを

源を活用した

業） 

ごと創生 総合

活発化によっ

た治安などに

ィの適度な繋

める動きも活

業である漁業

交流意識向上

ど、地域の交

宿泊サービス

目標値

00,000 人（

名以上（年４

行メニューの

、新規観光誘

れ体制を構築

の移住施策

を目指しま

た観光地域づ

30,00

50,00

事業目

体験メ

者数 

合戦略 

ってもたら

に対する不安

繋がりに対す

活発になっ

業、観光など

上のための学

交流を活性化

スや居住イ

値 

（H31） 

４名以上）

の開発を行い

誘客・観光

築する中で観

に取り組み

す。 

づくりを目指

00 人 

00 人 

目標 

ニュー利用

8,000 人 

 

さ

安

す

て

ど、

学

化

ン

い、

リ

観

み、

指

用



 

◆利尻

・観光

・町内

・観光

◆クル

・港湾

・クル

・離島

・商店

◆広域

・利礼

・稚内

・北宗

・その

◆沓形

・日本
 
◆観光

 Ｓ

内

ま

Ｋ
Ｐ
Ｉ 

訪

実施予

◆利尻

・誘客

・観光

・マス

・町内

・町歩

・町内
                             

尻町観光協会

光協会専従ス

内イベント及

光産業間の連

ルーズ船歓迎

湾を活用した

ルーズ歓迎イ

島クルーズオ

店街振興との

域観光連携事

礼３町合同観

内利尻礼文サ

宗谷広域推進

の他観光推進

形港における

本各地よりプ

光情報の発信

ＮＳやＨＰ

内強化や増加

す。 
訪日外国人宿

予定事業 

尻島観光誘客

客専門員の配

光協会連携に

スコットキャ

内各観光施設

歩き看板標識

内観光地の W

会補助事業

スタッフの確

及び観光振興

連携、調整 
迎事業（大型

た賑わい空間

イベントの実

オプショナル

のタイアップ

事業（利礼及

観光推進事業

サロベツ観光

進事業との連

進団体への参

るプレジャー

プレジャーボ

信・受入体

Ｐを活用した

加する外国人

宿泊客延べ

客事業（町内

配置 

によるＨＰ等

ャラクターり

設看板標識の

識の設置 

Wi-Fi 設置イ

（滞在型観光

確保 
興事業実施

型客船ホスピ

間の創出 

実施 

ルツアーの企

プ 

及び宗谷圏域

業との連携

光振興事業と

連携 

参加、協力

ーボート岸壁

ボート等で来

体制の充実

た時代に合っ

人観光客の受

べ数 

内及び島内の

等情報発信強

りしりん活用

の設置 

インバウンド
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光に向けた取

ピタリティ強

企画造成 

域での観光誘

との連携 

壁の整備 

来島する観光

った情報発信

受入体制の充

の観光案内、

強化 

用事業 

ド対応 

尻町 まち・

取組支援）

強化及び商店

誘客） 

光人口の増加

信を行うと共

充実を図り、

情報発信強

・ひと・しご

店街振興） 

加を図る 

共に、満足度

離島観光の

強化） 

ごと創生 総合

協会員

専従員

時スタ

保 

クルー

１０件

 

5 艇接岸

度向上を図る

の“見える化

1,450

事業目

観光情

ージ閲

150,00

合戦略 

員 70 以上確保

員 1 名及び

ッフ 1 名確

ーズ船寄港

件 

岸施設整備

るため観光案

化”を目指

0 人泊 

目標 

情報ホームペ

閲覧数 

00 件 

 

保

臨

確

案

し

ペ



 

 
◆地場

 漁

け

Ｋ
Ｐ
Ｉ 

移

実施予

◆移住

・移住

・町民

・利尻

・就業

◆移住

・ホー

・移住

・物産

◆住宅

・移住

・空き

・お試

◆新千

・割引

◆離島

・割引
                                                  

場産業振興に

漁業や観光と

けられる活力

移住者数 

予定事業 

住希望者の受

住相談ワンス

民への意識啓

尻町移住定住

業体験と生活

住希望者への

ームページで

住フェアへの

産販売展での

宅環境の整備

住者や漁業研

家所有者等

試し住宅等の

千歳・利尻線

引額の拡大 

島住民航路運

引額の拡大 

に向けた移

いった基幹

力のあるまち

受入環境整備

ストップ窓口

啓発を目的と

住アドバイス

活体験をセッ

の情報発信・

での移住情報

の出展と移住

の利尻の食と

備 

研修生等に対

等に対するア

の整備検討 

線、丘珠・利

運賃助成事業

移住の推進

幹産業と連携

ちづくりを目

備事業 

口での相談対

とした移住促

ス隊の制度Ｐ

ットにした移

広報宣伝事

報の発信 

住相談対応

と移住のＰＲ

対する住宅整

アンケートの

利尻線航空路

業の拡充 

利尻
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携し、定住・

目指します。

対応 

促進セミナー

ＰＲと隊員拡

移住体験ツア

事業 

Ｒ 

整備に関する

の実施 

路線町民運賃

尻町 まち・

・移住・交流

 

ーの開催 

拡充 

アーの開催

る助成制度の

賃助成事業

・ひと・しご

流人口を増加

の創設 

ごと創生 総合

加させ、安心

20 名以上

上） 

事業目標 

移住相談件

累計 150

 

 

 

合戦略 

心して住み続

上（年 4 名以

件数（H31）

件 

 

続

以

 



 

 若3.

現状と

本町

いては

て定住

今後

向け、

として

利尻

居して

境整備

現状

健診に

子ども

の経済

さら

て子育
 

出生者
 
施策の

（１）

いの機

（２）

（３）

つくり

（４）
 
施策 

 
◆家庭

 家

Ｋ
Ｐ
Ｉ

出

実施予

◆出会

・縁結
          

若い世代の

と課題 

町では、主要

は国の支援等

住する成果も

後、そうした

地域コミュ

ての支援のあ

尻町の世帯構

ている家族は

備が求められ

状では、少子

にかかる航路

も子育て支援

済的な支援と

らに、児童公

育て交流の場

数値

者数 

の基本的方

地域コミュ

機会創出を支

出産の希望

核家族の多

、子育てし

子育て世代

庭形成に向け

家庭形成に向

出会いの機会

予定事業 

会いの機会支

結び事業の実

の結婚・出

要産業におけ

等を中心とし

も現れていま

た動きをさら

ュニティの規

あり方を検討

構成を見ると

は少ない反面

れています。

子化対策とし

路運賃や島外

援事業計画を

として 3 歳未

公園の遊具老

場として活用

目標 

向 

ュニティの規

支援します。

望をかなえた

多い子育て世

しやすい環境

代の定住を経

けた出会い

向けた結婚に

会を通じた

支援 
実施 

出産・子

ける就業者の

して、都会に

ます。 

らに促進する

規模縮小等に

討する必要が

と、核家族世

面、子育て期

 

して妊産婦が

外宿泊費につ

を基本に主な

未満児までの

老朽化に伴い

用できるよう

規模縮小を踏

 

たい方々の不

世帯が子育て

境を実現しま

経済的に支援

いの支援 

に繋がる出会

た婚姻 
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育ての希

の高齢化によ

にはない生活

る取組として

により阻まれ

があります。

世帯が全体の

期に町外から

が安全・安心

ついて本町独

な施策として

の医療費を全

い、安全の確

う遊具の更新

基準

１１人（

踏まえ、出生

不安の軽減を

てに関する不

ます。 

援するととも

会いの機会を

尻町 まち・

希望をかな

より世代交代

活の豊かさを

て、出産や子

れている出会

 

の 97％を占め

ら転入してい

心のうちに出

独自の助成制

て、「子育て

全額助成して

確保が難しく

新など整備が

準値 

（H27） 

生率向上に向

を図ります。

不安を軽減で

もに、子育て

を創出する活

・ひと・しご

なえる 

代の機会を内

を志向する若

子育てに繋が

会いの機会創

めており、子

いる世帯も多

出産できる環

制度を設けて

て支援センタ

ています。 

くなってきて

が必要となっ

１

向けた若年層

 

できるような

てしやすい環

活動を支援し

ごと創生 総合

内包してお

若年層が新規

がる若年層の

創出などに

子育て世帯で

多く、子育て

環境づくり

ており、併せ

ター」の充実

ていることか

っています

目標値

２人以上（

層の家庭形成

な子育て支援

環境整備を

します。 
２組 

事業目

縁結び

年１回

合戦略 

り、漁業にお

規就業を通

の家庭形成

関わり、行政

で親世帯と

てしやすい環

として、定期

せて、利尻

実や、出産後

から、安心

。 

値 

（年間） 

成を促す出会

援のしくみ

行います。

目標 

び事業の実施

回以上 

 

お

じ

に

政

同

環

期

町

後

し

会

を

 

施 



 

 
◆出産

 町

か

在

Ｋ
Ｐ
Ｉ 

不

実施予

◆妊産

・事業

◆不妊

・事業
 
◆子育

 子

し

を

Ｋ
Ｐ
Ｉ

2

出

実施予

◆保育

・３人

・保育

◆子育

・子育

け先

事が

・未就

・子育

のサ

・子育

ータ
                        

産の希望に関

町内に産科小

かることので

在費等など、

不妊治療申請

予定事業 

産婦利用時の

業を周知し利

妊治療助成事

業を周知し利

育てしやす

子育て世帯が

しやすい環境

を目指します

人目以降の

出生率の向上

予定事業 

育料無償化事

人目の子ども

育料の段階的

育てサポート

育て世帯がち

先を作り、子

ができる環境

就学児を持つ

育てサポート

サービス利用

育てサポータ

ーを養成）

関わる不安

小児科がなく

できない事例

経済的負担

請数 

の離島住民航

利用しやすい

事業 
利用しやすい

い環境の整

がちょっとし

境が整い、子

す。 
の出産 

上 

事業 

もに対する保

的無償化の検

ト事業 

ちょっとした

育てに対す

境を整備 
つ家庭を対象

利用券の配

用率、サービ

ターの養成（

 

安の軽減 

島外での出

例も見られる

担に対して支

航路無料化

い環境を整備

い環境を整備

整備 

した困りごと

子育てに対す

保育料の無料

検討 

た困りごとを

する前向きな

象としたニー

配布及び活用

ビス利用促進

（子育て中、
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出産となり、

る中、島外で

支援を行いま

備 

備 

とを相談でき

する前向きな

料化実施 

を相談できる

な気持ちと次

ーズ調査 
用促進（利用

進に向けたイ

子育て経験

尻町 まち・

また晩婚化

での出産や不

ます。 

きる場、集え

な気持ちと次

る場、集える

次の出産を検

用券を配布し

イベント開催

験者等を対象

・ひと・しご

化が進み出産

不妊治療の受

える場、預け

次の出産を検

年

2

事

保

る場、預

検討する

した家庭

催） 
象にサポ

利

利

間

 

 

 

 

サ

ごと創生 総合

産の希望があ

受診に係る費

年間 2

事業目

年間 12

年間 1

け先を作る

検討する事が

年間出生数

2.10（203

事業目標 

保育料の段階

利用者数年間

利用者延べ時

間 

サポーター登

（H31） 

合戦略 

ありながら授

費用の他、滞

2 件 

目標 

2 件 

件 

ことで子育

ができる環境

数の１割以上

30 年） 

階的無償化

間 10 件 

時間数 20 時

登録数 5 名

 

授

滞

て

境

上

時



 

 
◆子育

 子

Ｋ
Ｐ
Ｉ 

移

出

実施予

◆ふる

・転入

・児童

・出産

・入学

・住宅
 
◆子育

 す

で

施

Ｋ
Ｐ
Ｉ 

出

公

実施予

◆児童
                         
 

育て世代への

子育て世代へ

移住者数【再

出生率の向上

予定事業 

さと定住促

入奨励金の見

童養育奨励金

産祝金の見直

学、進学祝金

宅取得奨励金

育てしやすい

すこやかな子

であり、既存

施し、安心安

出生率の向上

公園利用者数

予定事業 

童公園整備事

の経済的支

への経済的支

再掲】 

上【再掲】

促進事業 

見直し 

金の見直し 

直し 
金制度の創設

金制度の創設

い安心安全

子育てを推進

存の児童公園

安全な公園と

上【再掲】

数の増加 

事業 

 

支援による定

支援を行い、

 

設に向けた検

設に向けた検

全な環境整備

進するには、

園の遊具老朽

として子育て
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定住促進

子供を産み

検討 

検討 

備 

幼児、児童

朽化も著しい

てしやすい環

尻町 まち・

み育てたい希

童生徒または

いことから、

環境を実現す

・ひと・しご

希望を叶える

は保護者の交

遊具の更新

する。 

ごと創生 総合

る支援を行

20 名以上

上） 

2.10（20

事業目標 

 

交流・憩い

新を含めた公

2.10（20

年間 4,800

事業目標 

 

合戦略 

います。 
上（年 4 名以

30 年） 

の場が必要

公園整備を実

30 年） 

0 人 

 

以

 
実



 

 安4.

現状と

①医療

利尻

療所 2

泊診療

特に

化を図

ズが益

工透析

ンの開

現在

眼科医

の状況

この

響等に

ングシ

かし、

び代謝

この

が進行

の早期

る前の

ると考

れてい

加え

確保と

者の確

②介護

本町

微増傾

況にお

これ

設がな

町内で

ていま

近年

を発症

う成年

この

安心なくら

と課題 
療 

尻島内の医療

施設があり

療所と道立鬼

に利尻島国保

図りながら、

益々高度化、

析医療の実施

開始など、医

在の診療体制

医による出張

況に合わせ処

のような中、

により年々収

システムの導

国保被保険

謝疾患の中で

のような状況

行する中、保

期発見、早期

の段階で生活

考えられ、出

います。 

えて、利尻島

ますます多

確保について

護・福祉 

町において総

傾向での推移

おいて、今後

れに対し、町

ないために、

で生活をした

ます。 

年、近所との

症した場合、

年後見制度等

のような中、

らしと健康

療及び歯科医

、本町には

鬼脇診療所が

保中央病院は

島民の生命

多様化する

施、また平成

医療施設及び

制は常勤医師

張診療を行っ

処置を行うと

島内人口の

収支状況が悪

導入や建物の

険者数が減少

で糖尿病に関

況を踏まえ、

保健機関との

期治療に努め

活習慣の改善

出生後から高

島の基幹病院

多様化する医

て、あらゆる

総人口及び高

移が予測され

後も身体上や

町内にある高

支援量とし

たいという本

のつながりや

あらゆる場

等の活用が必

介護保険制

康な生活

医療供給体制

は隣町との一

があり、それ

は、島内唯一

命と健康保持

る中、平成 1

成 16 年 3 月

び医療機器の

師 3名（内科

っているほか

とともに、稚

の減少に伴う

悪化している

の老朽化対策

少する反面、

関する医療費

生活水準の

の連携による

めることが喫

善に意識を向

高齢期までの

院として島内

医療ニーズに

る可能性を探

高齢者人口は

れており、依

や認知障害に

高齢者向け施

しては軽度な

本人の希望に

や家族に対す

場面で高齢者

必要となって

制度がスター

利尻
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を実現す

制は、病院 1

一部事務組合

れぞれの地域

一の一般病床

持増進など地

10 年に訪問

から眼科診

の整備充実と

科診療 2名、

か、休日・夜

稚内、札幌方

う患者数の減

るため、高額

策などでは、

医療費は増

費が増加して

の向上や食生

る各種健診の

喫緊の課題と

向けることで

の健康管理情

内の各診療所

に対応できる

探る必要があ

は減少する中

依然として後

によって要介

施設は自立者

な方が町外に

に添えないば

する意識が変

者の権利を守

ています。

ートして 15

尻町 まち・

する 

1 施設、診療

合立の利尻島

域医療を担っ

床（42 床）を

地域医療の確

看護ステー

診療の開設、

と医療技術者

産婦人科

夜間の救急患

方面への救急

減少、医療法

額な医療機器

整備年次を

増加しており

ています。

生活の多様化

の充実と保健

となっていま

で、結果的に

情報を包括的

所と連携を図

る医師の安定

あります。

中、現在の高

後期高齢者数

介護高齢者も

者か、要介護

に転出せざる

ばかりでなく

変化しており

守り、安心、

年が経過し

・ひと・しご

療所 2 施設、

島国保中央病

っています。

を有する基幹

確保に努めて

ーションの開

平成 26 年 7

者の確保に努

・外科診療

患者に対して

急搬送によ

法の改正や診

器の更新、電

を遅らせざる

り、疾病別で

化により生活

健予防活動に

ます。町民自

に住民生活の

的に管理でき

図りながら、

定確保、歯科

高齢化率は

数が前期高齢

も増加する傾

護 3以上を対

るを得ない状

く、本町の人

り、独居世帯

安全な生活

しており、な

ごと創生 総合

、民間経営に

病院と、隣町

。 

幹病院として

ており、島民

開設、平成 1

7 月にリハ

努めていま

1名）と整形

ては 24 時間

り対応して

診療報酬の改

電子カルテ

るを得ない状

では特に内分

活習慣病の増

に積極的に取

自らが服薬、

の質を高める

きる体制の構

、看護師等医

科技工士な

38.9％で今

齢者数を上回

傾向です。

対象としてお

状況があり、

人口減少に影

帯、高齢者世

活を送るこ

なお一層精度

合戦略 

による歯科診

町には町立鴛

て経営の安定

民の医療ニー

3 年度から人

ビリテーシ

す。 

形外科医及び

間体制で患者

います。 

改定などの影

・オーダー

状況です。

分泌、栄養及

増加と高齢化

取組み、疾病

、医療受診す

ることに繋

構築が求め

医療技術者

どの専門技術

今後 40％へ

回っている状

おり、中間施

、できる限

影響を及ぼ

世帯で認知症

とができる

度の高い本制

 

診

鴛

定

ー

人

ョ

び

者

影

リ

し

及

化

病

す

が

ら

の

術

と

状

施

り

し

症

よ

制



 

度の確

ビスや

きる地

要介

反して

援が包

高齢者

ってい

の発信

の構築

さら

もり予

とマネ

また

入居者

ます。

康に地

③防災

離島

を踏ま

地域コ

この

求めら

④エネ

低炭

られて
 

特定健

要介護
 
施策の

（１）

の定着

管理を

（２）

した生

能とな

現在島

が可能

（３）

域コミ

確立と社会全

や介護予防サ

地域社会の創

介護認定率も

てやむなく島

包括的に確保

者等約 120 名

いる高齢者サ

信など、今後

築が必要とな

らには、高齢

予防に資する

ネジメントが

た、本町住民

者が約 20 名

生まれ育っ

地元で過ごせ

災 

島という地理

まえて、住民

ミュニティ

のようなソフ

られています

ネルギー対策

炭素地域づく

ており、災害

数

健診受診率 

護・要支援高

の基本的方

医療体制の

着が必要であ

を推進します

介護予防の

生活をできる

なる「サービ

島外での生活

能となる障が

緊急防災・

ュニティ力

全体で支えあ

サービス等が

創出が求めら

も高齢者人口

島外の親族を

保される体制

名を対象に I

サポート隊員

後は高齢社会

なっています

齢者が自立し

る老人クラブ

が急がれる施

民には、島外

おり、特に

ったふるさと

せるための施

理的条件や特

の安全な暮

ィの中で自主

フト面での取

す。 

策 

りを目指す

害拠点施設や

数値目標 

高齢者の転出

向 

の充実に向け

あり、結果と

す。 

の取組や、高

るだけ長く送

ビス付き高齢

活を余儀なく

がい者支援施

減災対策事

力を高め、自

あう意識の高

が受けられ、

られています

口の 17.5％と

を頼り転出す

制（地域包括

IP 告知端末

員による行政

会への意識の

す。 

した生活を続

ブや介護予防

施策のひとつ

外で障害者福

に知的に障が

とでの生活が

施策が求めら

特に冬季の厳

暮らしを守る

主的な防災活

取り組みに併

す中で、災害

や避難所への

出数 

けた努力を継

として人口減

高齢者の生活

送り、誰でも

齢者住宅」等

くされている

施設（ケアホ

事業として、

自主防災組織

利尻
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高揚により、

老後に不安

す。 

と上昇傾向

する事例も散

括ケアシステ

末及び訪問等

政側からの安

の高揚を図り

続けられるよ

防などの活動

つと考えられ

福祉サービス

がいがある方

が困難な状況

られています

厳しい気候条

る防災活動は

活動を誘因す

併せたハード

害時のエネル

の再生可能エ

基

28％

7 人/

継続するとと

減少対策に寄

活を地域全体

も迎える高齢

等の施設整備

る障がいの

ホーム）の整

利尻町地域

織の結成促進

尻町 まち・

高齢者ひと

安のない安心

にあり、高齢

散見され、医

テム）の構築

等により見守

安否確認に加

り、高齢者等

よう食事・移

動の充実など

れます。 

スを利用し、

方は島外での

況であること

す。 

条件、高齢化

は、日ごろか

する意識の醸

ド整備によっ

ルギー確保と

エネルギーの

基準値 

％（Ｈ26）

年（Ｈ26）

ともに、でき

寄与すること

体で切れ目な

齢期において

備を含む環境

ある方で軽

整備を検討し

域防災計画を

進、公助、共

・ひと・しご

とりひとりの

心で充実した

齢期の生活不

医療・介護

築が求められ

守り事業を実

加え、高齢者

等と行政側が

移動・除雪

ど、きめ細や

施設入所ま

の生活を余儀

とから、障が

化がすすむ地

らの取り組

醸成が求め

って、より円

と連動した継

の導入検討を

 

きるだけ疾病

とから、生活

なく見守る体

て本人が希望

境整備を継続

軽度知的障が

します。 

を基本に地域

共助、自助の

ごと創生 総合

の心身にあっ

た毎日を過

不安から、本

・予防・住ま

れている中

実施していま

者自ら安否及

が情報を交換

・買い物支援

やかなサー

またはケアホ

儀なくされる

がいのある方

地域コミュニ

組みが重要と

られていま

円滑な地域防

継続した取

を行います

目標値

60％（Ｈ

4 人/

病にかからな

活習慣病を予

体制の構築

望する本町で

続的に行いま

がい等の方が

域防災リーダ

の適切な役割

合戦略 

った介護サー

ごすことが

本人の希望

まい・生活支

、本町では

ます。現在行

及び生活情報

換できる環境

援や、引き

ビスの仕組み

ホーム等へ

る傾向にあ

方も安心で健

ニティの状況

となっており

す。 

防災の実現

り組みが求

。 

値 

Ｈ31） 

年 

ない生活習慣

予防する健康

により、自立

での生活が可

ます。同様に

が地元で生活

ダー育成、地

割分担によ

 

ー

で

に

支

は、

行

報

境

こ

み

の

り

健

況

り、

が

め

慣

康

立

可

に、

活

地

る



 

地域防

践的な

のため

（４）

効性や

さら

計画的
 
施策 

 
◆健診

 第

病

Ｋ
Ｐ
Ｉ

特

実施予

◆健診

・健(検

・健診

◆特定

・過去

・個別

 
◆医療

 町

は

し

対

Ｋ
Ｐ
Ｉ

健

実施予

◆健診

・特定

きる

・医療
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

防災力の向上

な防災訓練の

めの情報共有

利尻島全体

や再生可能エ

らに、防災面

的に地域防災

診受診率の

第 2期特定健

病の予防を推

特定健診受診

予定事業 

診意向調査事

検)診の意向

診のマッチア

定健診・がん

去 3 年間の未

別受診の勧奨

療連携事業 

町内に医療機

は少ないが、

している状況

対象者にアプ

健診受診率 

予定事業 

診・データ連

定健診、がん

システムを

療機関からデ

上に向けた取

の実施などに

有、効果的な

体での低炭素

エネルギーの

面も考慮して

災力の向上に

向上による

健診実施計画

推進します。

診者の腹囲

事業 

向調査実施 

アップ 

ん検診受診促

未受診、健診

奨 

機関は 1 か所

医療受診者

況にあります

プローチする

連携事業 

ん検診等、健

を整備 

データ提供を

取り組みの推

により総合的

な各種ハード

素地域づくり

の必要性を実

て災害拠点施

に資するとと

る生活習慣病

画、データヘ

 

囲の基準を超

促進キャンペ

診未受診者に

所であるため

者は多い状況

す。このよう

ることで健康

健康に関する

を受けるため

利尻
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推進を行いま

的な防災体制

ド整備により

りの実現に向

実証し、広く

施設や避難所

ともに、ＣＯ

病の予防推

ヘルス計画に

超える者の

ペーン事業

に対する訪問

め、医療情報

況にあり、国

うな背景から

康管理を目指

るデータを一

めのシステム

尻町 まち・

ます。関係機

制の充実を図

り島内住民の

向けた第一歩

く島民に情報

所への再生可

Ｏ2 の削減も

推進 

に基づき、受

の割合 

問活動 

報が連携しや

国保被保険者

ら、医療と連

指します。

一元に管理で

ムを整備 

・ひと・しご

機関との連携

図りながら、

の安全・安心

歩として、本

報開示（ＰＲ

可能エネルギ

も合わせて実

受診率 60％以

腹囲基

（H31

事業目

対象者

特定健診

胃がん検

肺・大腸

子宮が

乳がん検

やすい環境に

者で見ると、

連携したシス

60％ 

事業目

で

医療受診

ごと創生 総合

携強化によ

、防災意識

心の確保を

本町で導入

Ｒ）します

ギーの導入

実現を目指し

以上を目指

基準値該当者

） 

目標 

からの調査

診受診率 60

検診 10％ 

腸がん検診

ん検診 30％

検診 40％ 

にあります。

、全体の 8割

ステムを構築

目標 

診者データ

合戦略 

って、より実

の醸成・啓発

目指します

した設備の有

。 

検討を行い

します。 

し、生活習慣

者 35％以下

査票回収 6割

0％ 

診 30％ 

％ 

。健診受診者

割が医療受診

築し、必要

提供 5 割

 

実

発

す。

有

い、

慣

下

割 

者

診

な



 

 

◆高齢

 高

お

見

ア

ま

で

ご

Ｋ
Ｐ
Ｉ

要

実施予

◆配食

・配食

・送迎

・生き

・カフ

◆認知

・各自

◆ヘル

・短時

・サロ

・子育

◆高齢

・自主

・IP 告

◆高齢

・事業

・計画

◆カフ

・カフ

・カフ

・子育

◆高齢

・活躍

・拠点

・カフ
          

齢者が安心

高齢期におけ

おり、本人の

見守りや支援

システムの

た、若干の

できるだけ長

ごす支援を行

要介護、要支

予定事業 

食サービス事

食サービス拠

迎サービス支

がい対策の

フェ（憩いの

知症サポータ

治会に依頼

ルパー養成事

時間勤務の企

ン運営への

育て世帯向け

齢者見守り事

主的安否確認

告知端末によ

齢者外出支援

業に係る専用

画的利用のマ

フェ（憩いの

フェ（憩いの

フェ（憩いの

育て支援拠点

齢者活躍促進

躍機会の企画

点整備事業 

フェ（憩いの

して活躍で

ける生活環境

の希望に沿っ

援があれば住

の構築に取り

の支えによっ

長く要介護と

行います。 
支援高齢者

事業 

拠点整備事業

支援 

の実施 

の場）との複

ター養成事業

頼し、自治会

事業 

企画 

の企画 

けに預かり事

事業 

認事業実施と

よる安否確認

援サービス事

用車の整備 

マネジメント

の場）整備事

の場）施設整

の場）運営支

点との複合施

進事業 

画 

の場）施設の

できる環境作

境の変化は認

って安心して

住み慣れた地

り組みます。

って自立した

とならなず、

者の転出数

業 

複合施設を検

業 

会ごとにサポ

事業との連携

と安否返信の

認事業の実施

事業 

ト 

事業 

整備事業 

支援 

施設検討 

の活用を検討
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作り 

認知症や急

て高齢期や終

地域に住み

 
た生活ができ

人とのつな

検討 

ポーターを配

携 

の習慣化促進

施 

討 

尻町 まち・

激な老化の

終末期を過ご

続けられる

き活躍の余地

ながりの中で

7 人

事業

年間

配置 

サポ

資格

進 

自主

サー

年間

事業

・ひと・しご

の要因となる

ごすための環

る状況にある

地がある高齢

で生きがいを

人（H26）

業目標 

間利用者数

ポーター数

格取得者 10

主的な安否発

ービス利用者

間利用者数

業数 12 回 

ごと創生 総合

ることが明ら

環境整備と

る方を支える

齢者が集え

を感じられる

→4 人（年

500 名 

90 名 

名 

発信 630 世帯

者数 100 名 

200 名 

合戦略 

らかにされ

して、少し

る地域包括

る場を作り

る高齢期を過

年間） 

帯 

 

て

の

ケ

、

過



 

 
◆地域

 撤

整

を

Ｋ
Ｐ
Ｉ 

Ｆ

実施予

◆コミ

 
◆防災

 利

す

い

Ｋ
Ｐ
Ｉ

一

実施予

◆一時

・避難

・避難

・避難

◆非常

・停電
 
◆防災

 利

ネ

ー

切

り

ド

全

Ｋ
Ｐ
Ｉ

防

実施予

◆地域

・絆ネ

・自主
  

域コミュニ

撤去予定のア

整備し、災害

を図ります。

Ｍラジオ受

予定事業 

ュニティＦＭ

災体制の整備

利尻町緊急防

する。避難路

い、町内住民

一時避難・避

予定事業 

時避難・避難

難路看板設置

難所整備 

難所用備品等

常用電源装置

電時の非常用

災体制の整備

利尻町緊急防

ネットワーク

ーダー育成、

切な役割分担

実践的な防

ドマップを配

全・安心の確

防災減災共助

予定事業 

域防災力向上

ネットワーク

主防災組織促

ティにおけ

アナログテレ

害情報やイベ

 
受信カバー

Ｍ局の受信環

備（ハード

防災・減災事

路看板整備、

民の安全・安

避難所整備

難所整備事業

置 

等整備 

置整備事業 

用電源確保 

備（ソフト

防災・減災事

ク推進事業」

地域コミュ

担による地域

防災訓練の実

配布するなど

確保を目指す

助・自助率

上事業 

ク推進事業

促進事業 

ける情報網の

レビ設備の一

ベント情報、

ー率 

環境整備事業

ド） 

事業対策事業

避難所整備

安心の確保を

備率 

業 

ト事業） 

事業対策事業

を実施し、

ュニティ力を

域防災力の向

実施などによ

ど防災意識の

す。 
率 

（集落支援員
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の整備と地

一部を再活用

交通情報な

業（ＦＭ放送

業（ハード整

備、避難所用

を目指す。

業（ソフト事

地域課題の

を高め、自主

向上に向けた

より総合的な

の醸成・啓

員配置） 

尻町 まち・

地域間連携

用し、コミュ

などを、近隣

送受信環境整

整備）として

用備品等の整

事

看

避

避

※

全

事業）として

の再点検を実

主防災組織の

た取り組みを

な防災体制の

啓発のための

事

支

・ひと・しご

ュニティＦＭ

隣市町と共有

整備事業） 

て、地域住民

整備、停電時

１００％（

事業目標 

看板設置数 

避難所整備数

避難食等整備

※2,200 人×

全世帯に非常

て、集落支援

実施する。こ

の結成促進、

を推進し、耐

の充実を図

の情報共有な

１００％（

事業目標 

支援員配置数

自主防災組

（H31） 

ごと創生 総合

Ｍ放送局等の

有することで

１００

事業目標

放送局又

整備 

民避難体制の

時の非常用電

（Ｈ31） 

51 カ所（H

数 ５カ所

備数 19,80

×3 食×3日

常用電源装

援員制度を活

これを契機に

、公助、共助

耐震岸壁を活

りながら、全

など行い、町

（Ｈ31） 

数 5 人（H3

組織数 17 自

合戦略 

の受信環境

で地域間連携

％（Ｈ31）

標 

又は中継局

の整備を推進

電源整備を行

H31） 

（H31） 

0 食等（H3

日 

置設置(H31

活用した「絆

に地域防災

助、自助の適

活用した、

全戸にハザー

町内住民の安

31） 

自治会で組織

 

を

携

）

の

進

行

1）

1)

絆

リ

適

よ

ー

安

織



 

 
◆再生

 有

ギ

設

削

Ｋ
Ｐ
Ｉ 

避

実施予

◆避難

                                           
 

生可能エネル

有事の際など

ギー設備の導

設備導入の費

削減が図られ

避難所への再

予定事業 

難所への再生

ルギー設備

ど長期停電に

導入を行いま

費用対効果を

れる省エネル

再生可能エ

生可能エネル

 

備の導入・

に備え、避難

ます。 

を上げるため

ルギー運転に

エネルギー設

ルギー設備導
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ＰＲ 

難所機能（電

め、平常時に

により、非常

設備導入率

導入 

尻町 まち・

電源確保）

には再生可能

常時での必要

率 1

事

設

・ひと・しご

の維持を目

能エネルギー

要エネルギー

100％（Ｈ

事業目標 

設置数 15 カ

ごと創生 総合

指し、再生

ーの効率的な

ーを確保し

Ｈ31） 

カ所(H31) 

合戦略 

生可能エネル

な利用や CO2

ます。 

 

ル

2



 

 地5.

現状と

少子

柔軟に

ける「

学校

上を目

りを進

材の育

その

に必要

どもた

また

活して

会を実

習活動

育力向

さら

て重要

れてい

 

全国学

コミュ
 
施策の

（１）

教育環

（２）

めます

（３）

環境づ
                            

地域の明日

と課題 
子・高齢化や

に対応できる

「次世代教育

校教育におい

指し、児童

進めるととも

育成を進める

のため、地域

要な思考力・

たちを育成す

た、社会教育

ていくための

実現していく

動を展開して

向上を図り、

らに、博物館

要な役割を担

います。 

数値

学力・学習状

ニティ・ス

の基本的方

社会で活き

環境の整備を

本町が有す

す。 

学校教育と

づくりを進め

日を拓く人

やグローバル

る人材の育成

育」が重要視

いては、「確

童生徒一人ひ

もに、ふるさ

ることが求め

域性を活かし

判断力、主

するための取

育においては

の生涯にわた

ことが重要

ていくことが

地域ぐるみ

館については

担っているこ

目標 

状況調査の正

スクールの指

向 

きる実践的な

を進めます。

する施設の機

と社会教育が

めます。 

人を育む

ル化の進展、

成が求められ

視されていま

かな学力」、

ひとりが充実

さと利尻に愛

められていま

して、高等学

主体的に学習

取組みが重要

は、町民一人

たった主体的

要であること

が不可欠であ

みで子どもを

は、利尻島の

ことから、資

正答率 全

指定 

な学力を育む

 

機能充実や有

が連携し、地
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産業構造や

れていると同

ます。 
「豊かな心

実した環境の

愛着をもち、

ます。 
学校とも連携

習に取り組む

要となってい

人ひとりが心

的な学習活動

とから、幼児

あるとともに

を育てる体制

の歴史や自然

資料の収集・

基準

全国平均以上

0％（H

むために、学

有効的な活用

地域・家庭・

尻町 まち・

や家族のあり

同時に、将来

心」、「健やか

のもとで、教

世のため人

携し、基礎的

む態度等の醸

います。 
心豊かで地域

動を通して、

児から高齢者

に、地域・家

制の整備が求

然、文化に関

・保存はもと

準値 

上（H27）

H27） 

学力向上や特

用を図り、地

・学校が一体

・ひと・しご

り方が変化す

来必要になる

かな体」から

教育を受ける

人のために役

的な知識及び

醸成を図るな

域に活力をも

、その成果を

者までのスポ

家庭・学校が

求められてい

関する調査研

とより、博物

全国平

特色ある教育

地域に根ざし

体となって、

ごと創生 総合

する中で、時

る能力や考え

らなる「生き

ることができ

役に立つ能力

び技能や課題

などの、次世

もたらし、い

を生かすこ

ポーツを含め

が一体となっ

います。 
研究や公開活

物館機能の充

目標値

平均以上（現

100％（H3

育活動を進

した教育活動

、地域で子

合戦略 

時代の変化

え方を身につ

きる力」の

きる体制づ

力をもった人

題解決のた

世代を担う子

いきいきと生

とができる社

めた幅広い学

って地域の教

活動の場と

充実が求め

値 

現状維持）

31） 

め、充実し

動の展開を進

どもを育て

 

に

つ

向

く

人

め

子

生

社

学

教

し

ら

た

進

る



 

 
施策 

 

実施予

◆学力

・放課

・ＩＣ

・各種

・ふる

・学校

◆国際

・英語

・海外

◆高等

・商業

・文化
 

実施予

◆読書

・公共

・読み

・学校

◆資料

・資料

・デー

・紀要
         

◆自立

 ふ

を

Ｋ
Ｐ
Ｉ 

放

学

◆地域

 施

心

Ｋ
Ｐ
Ｉ 

図

博

予定事業 

力向上対策事

課後等学習会

ＣＴ機器の整

種実用技能検

るさとキャリ

校図書の整備

際理解教育推

語教育の充実

外留学事業の

等学校教育連

業科教育活動

化体育活動へ

予定事業 

書活動推進事

共施設の所蔵

み聞かせ事業

校を含む町内

料登録・目録

料（標本）ラ

ータベースお

要等への目録

立した生き方

ふるさとへの

を目指して、

放課後等学習

学校施設の耐

域に根ざし

施設が有する

心を促すため

図書室開架蔵

博物館の登録

事業 
会の実施 
整備 
検定の受験機

リア教育の推

備 
推進事業 
実 

の実施 
連携事業 
動への支援 
への支援 

事業 
蔵図書の整備

業の実施 
内公共施設間

録化事業（利

ラベルの確認

および資料台

録掲載 

方を支える

の誇りをもっ

社会で活き

習会事業 

耐震化率 

た教育の充

る機能を十分

めの教育を推

蔵書数 

録所蔵資料

機会の確保

推進 

備充実 

間での図書の

利尻町立博物

認および再登

台帳の整備

る教育の充実

って自立した

きる実践的な

充実 

分に活かし、

推進します。

料・標本数

利尻

83

の相互利用の

物館） 
登録・新規登

実 

た生き方を選

な学力を育成

ふるさとへ

 

尻町 まち・

の促進 

登録作業 

選択し、これ

成する教育を

への愛着や誇

・ひと・しご

事業目

 

学習会等

タブレ

（学級単

 

標準図

 

 

海外留学

 

現学級数

事業目

 

図書所蔵

図書室利

 

7500 点

 

１回/年

れからの社会

を推進します

年

1

誇りを育み、

38,000

30,000

ごと創生 総合

標 

等の開催 

ット PC 配置

単位） 

書数の確保

学事業の実

数の維持 

標 

蔵数 25％

利用者数 

点/年 

年 

会に通用する

す。 
年１回以上

00％（H3

、本町の特性

0 冊（H31

0 点（H31

合戦略 

年 1回以上

置 1 人 1 台

保 

施 年１回

増 

10％増 

る人材の育成

32 までに）

性や魅力に

までに）

までに）

 

上 

台

回 

成

）

関



 

 
◆地域

 家

係

Ｋ
Ｐ
Ｉ 

地

学

実施予

◆社会

・子ど

・ふる

・スポ

◆コミ

・学校

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

域で子ども

家庭・学校・

係団体が連携

地域間交流活

学校運営協議

予定事業 

会体験活動推

どもの体験活

さとキャリ

ポーツ少年団

ュニティ・

校運営協議会

を育てる教

地域が一体

携して、地域

活動体験事

議会設置数

推進事業 
活動の機会充

ア教育の推

団活動の支援

スクール指

会の組織化 

教育の充実

体となり、地

域で子どもを

事業 

数 

充実 
推進 
援充実 
指定事業 
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地域の教育力

を育てるため

尻町 まち・

力の向上を図

めの教育を推

・ひと・しご

図るために、

推進します。

年 1 回

3 組織

事業目

 

島外交流

 

活動経費

 

H31 まで

ごと創生 総合

、保護者・関

。 
回 

（H31 まで

標 

流事業 年

費の無償化

でに全小・中

合戦略 

関係機関・

でに） 

年 1 回 

化 

中学校に設置

 

関

置



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅳ. 総総合戦戦略にお

85

おけるる施策の効果果検証証の方法

 

法 
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 総合IV.

 
利尻町

いのが P
本章で

 

 効1.
 

本戦略

章 6. 総
の視点が

 
ⅰ）総

本

しご

工夫

多

る視

 
ⅱ）総

各

進捗

こ

にお

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

合戦略に

町総合戦略を

PDCA サイ

では、総合戦

効果検証に

略においては

総合戦略の計

が求められま

総合戦略の成

本戦略は、利

ごと創生推進

夫を盛り込む

多様な立場の

視点が求めら

総合戦略の当

各施策は、そ

捗管理されま

こうした定量

おける実感を

における施

を講じ、人

クルによる

戦略の実現

における

は、目標の確

計画期間と進

ます。 

成果を客観

利尻町の創生

進会議を組織

む作業が積み

の連携を進め

られ、目標達

当事者であ

その効果を重

ます。 
量的な評価に

を把握する

P
計

Ac
改

施策の効果

口ビジョン

る進捗管理と

に向けた効

PDCA サイ

確実な実現に

進捗管理）、

的に把握す

生を実現する

織して、産官

み上げられ

める上でも

達成の確実性

る利尻町民

重要業績評価

に加え、住民

ことが重要

図 4-1

Plan 
計画策定 

ction 
改善 

目標値の
ＫＰＩの設

項目の見
未達成要
戦略工程
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果検証の方

に掲げた目

と効果検証で

果検証の手

イクルに

に向けた PD
その機能が

する視点 

る戦略の策定

官学金言と

ています。

、戦略の成

性が高まる

民の意見や実

価指標（Ｋ

民のみなさ

です。 

 PDCA サイク

の設定
設定 

Ｋ

未
Ｋ

見直し
要因解明 
程の改善

尻町 まち・

方法 

標の実現を

です。 
手法について

求められ

DCA サイク

充分に果た

定を目指し、

いった多様

 
果に対する

と考えられ

実感 

ＰＩ）によ

んの生活面

クルのイメー

Ch
検

ＫＰＩに沿った実

未達成項目の
ＫＰＩ達成度の

・ひと・しご

を確実なもの

て示します。

れる視点 

クルが重要な

たされるため

、戦略策定を

な分野の連

検証、改善

れます。 

って数値に

面を始め、町

ージ 

heck 
検証 

Do 
実施 

実行

の抽出
の測定 

ごと創生 総合

のにするため

 

な機能を果た

めには、以下

を担う利尻町

連携で相乗効

善において客

による判断が

町内の産業、

合戦略 

めに、欠かせ

たしますが

下に掲げる 2

町まち・ひと

効果を生み出

客観的に把握

ができるよう

事業所の立

 

せな

（Ⅱ

2つ

と・

出す

握す

うに

立場



 

 効2.
前項に

します。

 

（1）

総合

って

検証

位置

 

（2）

利尻

捗管

ます。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

効果検証機
に掲げた 2つ

 

 利尻町総

合戦略は、多

、各分野にお

を行い、さ

づけます。

 住民から

尻町まち・ひ

理における

。 

機関の設置
つの視点か

総合戦略検証

多様な分野

おける施策

らに、同会を

 

らの意見聴取

ひと・しご

施策の評価

置 
ら、総合戦略

証機関の設

や立場から

の進捗管理

を以降の戦略

取 

と創生推進

価検証と見直
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略の進捗管理

設置 

ら参画してい

理、重要業績評

略推進に関

会議を中心

直しの要素と

尻町 まち・

理に関わる

いる利尻町ま

評価指標（Ｋ

わる施策の

心とした検証

として位置づ

・ひと・しご

効果検証の

まち・ひと・

ＫＰＩ）をも

改訂につい

証においては

づけ、必要に

ごと創生 総合

の機関および

しごと創生

もとにした達

いて諮る機能

は、住民の意

に応じて把握

合戦略 

び手法を次に

生推進会議に

達成度の評価

能の中枢とし

意見や実感を

握することと

 

に示

によ

価・

して

を進

とし
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尻町 まち・・ひと・しごごと創生 総合合戦略 

 



 

 
【策定経

利尻町議

利尻町ま

創生本部

第１回 

利尻町ま

創生本部

第２回 

利尻町ま

創生本部

利尻町ま

創生推進

利尻町ま

創生推進

平成２７

住民アン

第３回 

利尻町ま

創生本部

利尻町ま

創生推進

平成２７

第４回 

利尻町ま

創生本部

利尻町ま

創生推進

平成２７

経過１】 

会議名 

議会議員協議

まち・ひと・

部設置要綱制

まち・ひと・

部会議 

まち・ひと・

部会議 

まち・ひと・

進会議設置要

まち・ひと・

進会議 

７年度 第１

ンケート調査

まち・ひと・

部会議 

まち・ひと・

進会議 

７年度 第２

まち・ひと・

部会議 

まち・ひと・

進会議 

７年度 第３

会 

しごと 

定 

しごと 

しごと 

しごと 

綱制定 

しごと 

回会議 

平

 

しごと 

平

しごと 

回会議 

平

しごと 

しごと 

回会議 

年月日

平成 27年 2月

平成 27 年 2月

平成 27 年 3月

平成 27 年 5月

平成 27 年 9月

平成 27 年 10 月

平成 27 年 12 月

～12 月 21

平成 27 年 12 月

平成 27 年 12 月

平成 28 年 2月

平成 28 年 2月
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90

月 17 日 ・地

いて

月 23 日  

月 6日 ・本

・推

・ス

・緊

月1日 ・本

・人

定協

月1日  

月 14 日 ・委

・設

・人

本的

・ス

月7日

日 

・20

・配

・回

・回

月15 日 ・人

策定

・国

検討

月22 日 ・地

検証

・人

定協

月6日 ・人

案の

月 20 日 ・人

案の

尻町 まち・

内容

方創生戦略本

て 

本部の設置に

推進体制につ

スケジュール

緊急支援交付

本部体制の変

人口ビジョン

協議について

委嘱状交付 

設置要綱の確

人口ビジョン

的事項につい

スケジュール

0歳以上の全

配付数 1,84

回収数 895 通

回収率 48.5

口ビジョン及

定協議 

補正予算地方

討 

方創生先行型

証 

人口ビジョン

協業 

口ビジョン及

の協議 

口ビジョン及

の協議 

・ひと・しご

容 

本部の設置に

ついて 

いて 

について 

金について 

更について 

・総合戦略の

認 

・総合戦略の

て 

について 

全町民対象 

6 通 

通 

％ 

及び総合戦略

方創生関連予

型交付金事業

・総合戦略の

及び総合戦略

及び総合戦略

ごと創生 総合

につ 利尻町

大会議

 

利尻町

大会議

の策

利尻町

大会議

 

の基

利尻町

大会議

 

略の

予算

利尻町

大会議

業の

の策

利尻町

大会議

略素 利尻町

大会議

略素 利尻町

大会議

合戦略 

場所 

町役場２階

議室 

町役場２階

議室 

町役場２階

議室 

町役場２階

議室 

町役場２階

議室 

町役場２階

議室 

町役場２階

議室 

町役場２階

議室 

 



 

 
【策定

利尻町議

総務文教

（全議員

利尻町ま

創生推進

平成２

利尻町議

平成 28

利尻町ま

創生推進

平成２

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定経過２】 

会議名 

議会 

教常任委員会

員出席） 

まち・ひと・

進会議 

７年度 第４

議会 

8 年 第 1 回定

まち・ひと・

進会議 

７年度 第５

会 

平

しごと 

４回会議 

定例会 

平

しごと 

５回会議 

平

 

年月日

平成 28 年 2 月

平成 28 年 3 月

平成28年 3月

平成28年 3月
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22 日 ・利

創生

の策

月 1 日 ・人

決定

 日 ・利

創生

の策

 日 ・人

につ

・地

の検

 

 

 

 

 

 

 

尻町 まち・

内容

利尻町まち・

生人口ビジョ

策定状況・概

人口ビジョン

定 

利尻町まち・

生人口ビジョ

策定報告 

人口ビジョン

ついて 

地方創生先行

検証 

・ひと・しご

容 

・ひと・しご

ョン・総合戦

概要等説明 

ン及び総合戦

・ひと・しご

ョン・総合戦

ン及び総合戦

行型交付金事

ごと創生 総合

ごと

戦略

利尻町

大会議

戦略 利尻町

大会議

ごと

戦略

利尻町

議場 

戦略

事業

利尻町

大会議

 

 

 

 

 

 

 

合戦略 

場所 

町役場２階

議室 

町役場２階

議室 

町役場３階

町役場２階

議室 

 



 

 
【利尻町

区 

住民で組

団体の代

産業関

代表者

学識経

金融機関

その他町

必要と認

オブザ

利尻町

事務局

 
 

町まち・ひ

 分 

組織する 
代表者 

関係の 
者 

経験者 

関の代表者 

町長が 
認める者 

ザーバー 

町 

局 

と・しごと創

沓形地区自

仙法志地区

利尻町女性

舞夢私夢 

利尻漁業協

利尻漁業協

利尻漁業協

利尻町商工

利尻町商工

利尻町観光

利尻町校長

北海道利尻

稚内信用金

(株)北海道新

NPO 利尻ふ

利尻町議会

宗谷総合振

利尻町長 

利尻町副町

利尻町教育

利尻町総務

利尻町まち

利尻町まち

利尻町まち

 

創生推進会

所属

治会連合会

区連合自治会

性団体協議会

 

協同組合沓形

協同組合仙法

協同組合仙法

工会 青年部

工会 女性部

光協会 副会

長会 会長

尻高等学校

金庫利尻支店

新聞社 通信

ふる里島づく

会 総務文教

振興局地域政

町長 

育委員会教育

務課長 

づくり振興

づくり振興

づくり振興
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議 委員名

属団体・職

会 会長 

会 会長代理

会 会長 

形支所 青年

法志支所 青

法志支所 支

部長 

部長 

会長 

校長 

店 支店長

信員 

くりセンター

教常任委員長

政策部戦略策

育長 

興課長 

興課長補佐兼

興課企画振興

尻町 まち・

簿】 

理 

年部長 

青年部長 

支所長 

ー 代表 

長 

策定支援担当

兼企画振興係

興係 

・ひと・しご

酒

牧

難

鎌

小

檜

小

高

惣

中

塩

坪

三

西

小

遠

当部長 萩

保

田

佐

小

八

係長 宮

 

ごと創生 総合

氏  

酒井 税 

牧野勇治 

難波克子 

鎌田秀平 

小坂善一 

檜森 潤 

小板谷貢一 

高橋哲也 

惣万奈々子 

中原憲彰 

塩﨑由雄（沓

坪川泰嗣 

三上新一 

西島 徹 

小坂 実 

遠藤 忠 

萩野浩子 

保野洋一 

田尻隆志 

佐々木日出雄

小玉喜衛 

八講博之 

宮道信之 

合戦略 

名 

沓中校長）

雄 

 



 

 
【利尻町

本部役

本部長

副本部

本部員

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局

 
 

町まち・ひ

役職 

長 町長

部長 
副町

教育

員 総務

くら

まち

まち

仙法

砕石

特別

会計

教育

議会

病院

消防

消防

くら

まち

まち

宿泊

学芸

局 まち

と・しごと創

長 

町長 

育長 

務課長 

し支援課長

づくり振興

環境整備課

法志支所長 

石事業所長 

別養護老人ホ

計管理者 

育課長 

会事務局長 

院組合事務部

防長 

防署長 

し支援課長

づくり振興

環境整備課

施設総支配

芸課長補佐 

づくり振興

 

創生本部員

職 

長 

興課長 

課長 

ホーム所長

部長 

長補佐 

興課長補佐

課長補佐 

配人 

興課企画振興
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名簿】 

興係 

尻町 まち・

氏

保野洋一

田尻隆志

佐々木日

小玉喜衛

小杉和樹

八講博之

熊谷幸男

齋藤喜好

村谷邦彦

佐野洋之

 

今野 淳

平等清文

根上 光

木村時雄

中山賢一

張間静也

宮道信之

澤谷 敬

新谷 司

佐藤雅彦

 

・ひと・しご

氏  名 

一 

志 

日出雄 

衛 

樹 

之 

男 

好 

彦 

之 

淳 

文 

光 

雄 

一 

也 

之 

敬 

司 

彦 

ごと創生 総合

備

 

 

 

 

 

事務

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務

 

 

 

 

合戦略 

備  考 

務局 

務局 
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